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1．「広域複合災害研究センター」概要              

 

 名称： 

北海道大学 広域複合災害研究センター 

 Center for Natural Hazards Research, Hokkaido University 

 

 寄附者： 

 一般財団法人砂防・地すべり技術センター 

 アジア航測株式会社 

 国土防災技術株式会社 

 日本工営株式会社 札幌支店 

 明治コンサルタント株式会社 

 

 設置： 

 2019 年（平成 31 年）4 月 1 日 

 

 場所： 

 〒060-8589 北海道札幌市北区北 9 条西 9 丁目 

 北海道大学農学部本館 N307，N372 

 

 Web サイト（ホームページアドレス）： 

 https://www.cnhr.info/ 

 

 設置背景および目的： 

近年我が国では豪雨や地震が頻発しており，山崩れ，洪水氾濫，津波，地盤沈下など

様々な現象が複合して，広域に渡り自然災害が発生する傾向にあります。自然災害では，

人命や財産，土木施設など住民の生存基盤にとどまらず，農林畜水産業や電力・水・交

通網などの産業基盤に大きな被害が生じます。北海道でも，平成 28 年には北海道豪雨

により，また平成 30 年には北海道胆振東部地震により，広域複合災害が発生しました。

北海道は，我が国の食料生産基地であるにもかかわらず，一極集中・過疎化という第一

次産業の空洞化を示す地域で，災害に対する脆弱性は我が国の社会経済にも大きな影響
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を及ぼします。 

北海道大学は，こうした現状を踏まえ，効果的な減災に資する教育研究の促進や減災

ガイドラインの策定，人材育成のため，平成 31年 4 月 1 日付で「広域複合災害研究セ

ンター」を設置しました。 

広域複合災害研究センターでは，地盤変動の活発化と気候変動によって近年激増しつ

つある自然災害に対して，現象論的な専門分野に偏ることなく，地域の特性と人間活動

とを反映した災害予測・軽減対策を研究し，その成果を大学院生や官公庁，民間企業の

技術者へのリカレント教育及び地域社会のリーダー育成に生かしていくことを目的と

しています。 

広域複合災害研究センターは，学内共同施設（研究施設）として位置付けられ，基本

的には寄附金により運営されます。本センターでは基礎的研究と，自治体・民間等の需

要に応えられる応用的研究の両方を融合し，これらの総合的研究によってより実践的な

防災対策を対外的に提案できる組織とします。また，異分野融合を柱として災害研究を

行い，農，工，理，文，経済および公共政策などの多面的なアプローチを特徴として，

その成果を大学院レベルでの教育に活かす人材育成機能も持たせます。 
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 構成員名簿： 

【学 内】教員 23 人（うち専任 2 人），研究員 3 人，事務員 1 人（令和 5 年 3 月末時点） 

氏  名 所 属 ・ 職 名 専門分野 

山 田   孝 

（センター長） 
大学院農学研究院・教授 砂防学 

井 上   京 大学院農学研究院・教授 農業土木学 

鮫 島 良 次 大学院農学研究院・特任教授 農業気象学 

笠 井 美 青 大学院農学研究院・准教授 砂防学 

佐々木 貴 信* 大学院農学研究院・教授 木質構造学 

厚 井 高 志 

（副センター長） 
広域複合災害研究センター・准教授 砂防学 

桂   真 也 大学院農学研究院・助教 砂防学 

泉   典 洋 大学院工学研究院・教授 河川工学 

萩 原   亨 大学院工学研究院・教授 交通工学 

永 田 晴 紀 大学院工学研究院・教授 宇宙推進工学 

江 丸 貴 紀 大学院工学研究院・准教授 ロボット工学・制御工学 

戸 谷   剛 大学院工学研究院・教授 機械工学 

山 田 朋 人 大学院工学研究院・准教授 水文学 

田 中   岳 大学院工学研究院・助教 水文学 

安 成 哲 平 北極域研究センター・准教授 大気環境科学・雪氷学 

石 川 達 也 大学院工学研究院・教授 地盤工学 

渡 部 要 一 大学院工学研究院・教授 地盤工学 

橋 本 雄 一 大学院文学研究院・教授 人文地理学 

青 山   裕 大学院理学研究院・教授 火山学 

谷 岡 勇市郎 大学院理学研究院・教授 地震学・津波学 

稲 津   將 大学院理学研究院・教授 気象学 

髙 橋 幸 弘 大学院理学研究院・教授 リモセンと雷観測 

山 口 真 司* 広域複合災害研究センター・特任教授 地域防災・マネジメント学 

佐 野 寿 聰 
広域複合災害研究センター・研究員 
（アジア航測株式会社） 

― 

伊 藤  剛* 
広域複合災害研究センター・研究員 
（読売新聞北海道支社） 

― 

村 上 泰 啓* 
広域複合災害研究センター・研究員 
（北海道開発局） 

― 

原 田 和 子 広域複合災害研究センター・事務員 ― 

* 令和４年度新規 
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【学外関係者】 

氏  名 所 属 ・ 職 名 専門分野 

丸 谷 知 己 
北海道大学・名誉教授 

（北海道立総合研究機構・理事） 
砂防学 

小山内 信 智 
北海道大学・客員教授 

（政策研究大学院大学・教授） 
砂防学 

奥 野 信 宏 
北海道大学・客員教授 

（国土審議会会長，名古屋都市センター長） 
公共経済学 

今 日出人 
北海道大学・客員教授 

（前 広域複合災害研究センター兼務教員） 
地域防災学 

岡 田 成 幸 

北海道大学・名誉教授，客員教授 

（一財）砂防・地すべり技術センター 

アジア航測株式会社 

（前大学院工学研究院・教授，前広域複合災害研究セ

ンター特任教授） 

地震防災計画学 

（建築系） 
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2．令和４年度の活動タイムライン             
  

2022 年度（令和４年度） 

4 月 

12 日 
14 日 
19 日 
26 日 

第 2 回海溝型地震勉強会 

事務局会議 

第 3 回海溝型地震勉強会 

第 4 回海溝型地震勉強会 

大学院共通科目「国土保全学総論」開講 

5 月   
 

6 月 
2 日 
3 日 

21 日 

寳金総長会談 

事務局会議 

事務局会議 

 

7 月 
7 日 

14 日 
第 1 回センターメンバー会議 

事務局会議 

 

8 月 25 日 事務局会議 
 

9 月 
20 日 
30 日 

寳金総長会談 

釧路市長表敬訪問 
 

10 月 
20 日 
31 日 

北海道大学定例記者会見 

事務局会議 

大学院共通科目「突発災害危機管理論」開講 

11 月 
2 日 

25 日 
CNHR 共催シンポジウム開催 

事務局会議 

 

12 月 
20 日 
22 日 

事務局会議 

第 2 回センターメンバー会議 

 

1 月 
18 日 
23 日 
25 日 

事務局会議 

第 1 回運営委員会 

北大病院長会談 

 

2 月 21 日 第２回運営委員会 
 

3 月 23 日 事務局会議 
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3．活動内容                          

 

3.1  教育研究活動 

3.1.1  講義 

(1) 大学院共通科目「国土保全学総論」 

 日時：令和４年度 前期・木曜日２講時 

 場所：農学部本館（講義室 N21，※第 5 回はオンライン講義） 

 担当：広域複合災害研究センター 

 開講日 タイトル 講 師 
1 4/7（木） 国土保全学概論（１） 広域複合災害研究センター 

山田 孝 
2 
3 

4/14
（木） 

国土保全学概論（２） 
国土保全学概論（３） 

政策研究大学院大学 
小山内 信智 

4 4/21
（木） 

国土保全学概論（４） 広域複合災害研究センター 
厚井 高志 

5 
 

5/19
（木） 

国土保全と行政実務（１） 広域複合災害研究センター 
厚井 高志 

6 5/26
（木） 

国土保全と行政実務（２） （一財）砂防・地すべり技術センター 
菊井 稔宏 

7 
8 

6/2（水） 国土保全関係法令 
総合的な防災行政の運用 

（一財）砂防・地すべり技術センター 
南 哲行 

9 6/9（木） 国土保全と行政実務（３） （一財）砂防・地すべり技術センター 
武士 俊也 

10 
11 

6/16
（木） 

国土計画と国土保全政策 
（１），（２） 

名古屋都市センター長，中京大学学術
顧問，奥野 信宏 

12 6/23
（木） 

国土保全と行政実務（４） 
 

広域複合災害研究センター 
厚井 高志 

13 
14 

6/30
（木） 

国土保全と行政実務（５） 
現地見学 

広域複合災害研究センター 
厚井 高志（協力：北海道） 

15 7/14
（木） 

国土保全と行政実務（６） （公財）日本防炎協会 
室田 哲男 
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 シラバス 
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第 2 回講義風景 

 
第 6 回講義風景 

 
第 7 回講義風景 

 
第 8 回講義風景 

 
第 9回講義風景

第 10 回講義風景 

 
第 13 回講義風景 

 
第 15 回講義風景 
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(2) 大学院共通科目「突発災害危機管理論」 

 日時：令和４年度 後期・木曜日２講時（10時 30 分～12 時 00 分） 

 場所：農学部本館（講義室 S22，※第 12, 13 回はオンライン講義） 

 担当：広域複合災害研究センター 

 開講日 タイトル 講師 
1 9/29（木） 防災と地域の発展 広域複合災害研究センター 

厚井 高志 
2 10/6（木） 気候変動と災害 理学研究院・気象学分野 

稲津 將 
3 10/13（木） 地震と津波 理学研究院・地震観測研究分野 

谷岡 勇市郎 
4 10/20（木） 洪水災害と治水 工学研究院・土木工学部門 

泉 典洋 
5 10/27（木） 土砂災害リスクを捉える 農学研究院・森林科学分野 

笠井 美青 
6 11/10（木） 火山災害 理学研究院・火山活動研究分野 

青山 裕 
7 11/17（木） リモートセンシングと雷観測 理学研究院・宇宙惑星科学分野 

高橋 幸弘 
8 11/24（木） 突発災害の実際と課題 広域複合災害研究センター 

山口 真司 
9 12/1（木） 地震と都市災害 北海道大学名誉教授(前工学部/広災ｾﾝﾀｰ) 

岡田 成幸 
10 12/8（木） 火山地域の土砂災害と減災 農学研究院・森林科学分野 

山田 孝 
11 12/15（木） 雪崩・融雪災害  農学研究院・森林科学分野 

桂 真也 
12 12/22（木） 道路交通における吹雪災害軽

減 
工学研究院・土木工学部門 
萩原 亨  

13 1/5（木） 災害情報の処理 文学研究科・人間科学部門 
橋本 雄一 

14 1/12（木） 総合的な防災行政 (一財)砂防・地すべり技術センター 
南 哲行 



- 10 - 
 

15 1/19（木） 防災とロボット技術 工学研究院・人間機械システムデザイン部門 

江丸 貴紀 
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 シラバス 
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3.1.2  日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に関する勉強会 

広域複合災害研究センターでは，異分野のメンバー間の連携協力を含めるため研究会や

勉強会を開催しています。今年度は，現在想定されている地震の発生メカニズム，国や北海

道の被害想定の考え方，被害形態等などの検討の動向について共有を図り，海溝型地震に伴

う広域複合災害に係る研究シーズの掘り起こしを目的として，巨大地震による広域複合災

害の発生形態，発災時の情報取得方法，減災・避難のあり方を，各学問分野を踏まえて議論

する「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に関する勉強会」を開催しました。 

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の発生は，地震動による直接的な被害，津波被害を引

き起こし，北海道最大の脅威のひとつとなっています。内閣府の有識者検討会は 2021年 12

月 21 日に日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定を発表しました。本被害想定は，

地震の発生時期・時間帯，積雪寒冷地にも着目したものとなっています。また，同様の被害

想定は北海道独自でも内閣府公表以前から進められてきました。研究会では講師から一人 1

時間程度の話題提供と質疑応答を行いました。 

第 1回研究会から第 4回研究会までの開催概要は以下のとおりです。 

 

＜第１回＞ ※2021年度実施 

概論・被害想定 …3月 29日（火）15時～16時（オンライン開催） 

講師：岡田成幸 特任教授（当時，現北海道大学名誉教授） 

（北大，北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会 被害想定WG座長） 

＜第２回＞ 

津波浸水想定 …4月 12日（火）13時～14時（オンライン開催） 

講師：谷岡勇市郎 教授 

（北大，中央防災会議防災対策実行会議 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検

討 WG 委員，北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会 浸水想定WG座長） 

＜第３回＞ 

津波避難行動 …4月 19日（火）15時～16時（オンライン開催） 

講師：橋本雄一 教授 

（北大，北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会 被害想定WG委員） 

＜第４回＞ 

積雪厳冬期避難の留意点 …4月 26日（火）15時～16時（オンライン開催） 

講師：根本昌宏 教授 

（日赤北海道看護大，北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会 被害想定 WG オ

ブザーバ）
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3.1.3  競争的資金等の研究課題 

 

センターメンバー等 課題名等 

山田 孝（研究代表者) 

厚井高志（研究分担者） 

有珠山次期噴火時の土砂災害シナリオ作成と効果的な減災

技術手法についての総合研究  

（公益社団法人砂防学会 公募研究会） 

山田 孝（研究分担者） 

山腹崩壊後の植生遷移の制限要因の解明と多様な窒素固定

植物による植林技術の開発 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(B）) 

山田 孝(研究代表者) 

笠井 美青，厚井 高志 

（以上，研究分担者） 

北海道の厳寒期での緊急減災施設施工を可能とする寒冷
地用砂防ソイルセメント工法の開発 

（国土交通省 河川砂防技術研究開発公募 地域課題分野（砂防）） 

笠井 美青（研究代表者） 

降下火砕物堆積斜面を対象にした地震時崩壊の危険区域設

定に資する崩土流下範囲の予測回帰モデルの提案 

（北海道河川財団） 

笠井 美青（研究代表者） 

UAV 搭載型 LiDAR およびマルチスペクトルセンサを用い

た、地すべり活動の把握 

（国土地理協会） 

笠井 美青（研究分担者） 

ルーマニアの土砂移動と土砂災害の自然的要因と社会との

関係の研究 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 国際共同研究強化（B)） 

佐々木 貴信（研究代表者） 

CLT 床版の実用化のための防腐・防水技術の開発と防護柵

設置方法の検討 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）） 

佐々木 貴信（研究分担者） 

安全性・メンテナンス性に考慮したオンサイト木橋の改

良 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）） 

厚井 高志（研究代表者） 

大規模表層崩壊を引き起こす外力・境界条件に着目した地域

特殊性評価手法の開発 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）） 
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厚井 高志（研究代表者） 

山地森林流域における防災および流域環境形成に着目した

流木管理手法の提案 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽）） 

厚井 高志（研究分担者） 

土砂災害の外力と境界条件に基づく脆弱性評価を用いた山

地林のゾーニング手法の開発 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）） 

厚井 高志，桂 真也 

（以上，研究分担者） 

災害レガシーの実用化にむけた基礎研究－北海道胆振東部

地震後の生態系サービス再生－ 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）） 

厚井 高志（研究代表者） 

北海道胆振東部地震により大面積で発生した崩壊斜面から

の土砂生産に関する調査 

（日本自然災害学会 災害調査補助） 

桂 真也（研究代表者） 

基岩層を介した水移動を組み込んだ新たな表層崩壊予測モ

デルの開発 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(B）) 

桂 真也（研究代表者） 

厚井 高志（研究分担者） 

大規模地震により荒廃した流域からの水・土砂流出特性の解

析 

（河川基金助成事業） 

桂 真也（研究代表者） 

基岩層の水分特性を用いた浸透流解析に基づく山地源流

域の降雨・融雪水流出過程の解明 

（国土地理協会学術研究助成） 

桂 真也（研究代表者） 

基岩層の水分特性を踏まえた浸透流解析による山地源流

域の基岩層内の水流動プロセスの解明 

（クリタ水・環境科学振興財団国内研究助成） 

泉 典洋（研究分担者） 

河川堤防のパイピングメカニズム解明と維持管理法のパラ

ダイムシフトに向けた研究 
（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(A)） 

泉 典洋（研究分担者） 

混濁流による高流砂階のベッドフォームの堆積構造解明と

堆積モデルの構築 
（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(B)） 
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永田 晴紀（研究代表者） 

小型宇宙機に革新的軌道変換能力を与えるハイブリッドキ

ックモータの開発 

（日本学術振興会 科学研究費除籍事業 学術変革領域研究（B）） 

永田 晴紀（研究代表者） 

液体酸素を用いる端面燃焼式ハイブリッドロケットの実証

研究 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（A）） 

江丸 貴紀（研究代表者） 

大規模フィールドの管理を目的とした非均一な UGV・UAV

群によるロバスト SLAM 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(C)） 

江丸 貴紀（研究代表者） 

自動配送ロボットによる配送サービスの実現 

（NEDO 革新的ロボット研究開発基盤構築事業） 

田中 岳（研究代表者） 

降雨流出系の確率応答解析に立脚した洪水予測システムの

合理的な構築方法に関する研究 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(Ｃ)） 

安成 哲平（研究代表者） 

極東森林火災による PM2.5 時空間変動解析と予測手法開発

及び人間圏への影響評価 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）） 

安成 哲平（研究分担者） 

ArCSII: 戦略目標②：遠隔影響課題「気象気候の遠隔影響と

予測可能性」 
（文部科学省  北極域研究加速プロジェクト【環境技術等研究開発推進事
業費補助金事業】（ArCS II：Arctic Challenge for Sustainability II）） 

石川 達也（研究分担者） 

気候変動対応型災害免疫力の向上を志向した地域地盤災害

脆弱性評価手法の確立と適用 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(A)） 

石川 達也（研究分担者） 

粗粒材の長期劣化を考慮した新たな交通施設の維持管理方

法：経験知から科学知の保守へ 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(B)） 

石川 達也（研究分担者） 

表層凍結斜面崩壊メカニズムの地盤工学的解析に基づく東

欧校倉木造教会堂保存の研究 
（日本学術振興会 科学研究費助成事業 国際共同研究加速基金 国際共
同研究強化(B)） 
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渡部 要一（研究代表者） 

内部侵食を受ける火山灰質砂盛土における液状化ポテンシ

ャル：細粒分は善か悪か 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(B)） 

橋本 雄一（研究代表者） 

ブラックアウト・ホワイトアウトを考慮した千島海溝地震の

津波避難モデル構築 

（日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤研究(C)） 

橋本 雄一（研究分担者） 

港湾観光都市における津波率先避難の意思決定モデル構築

とシミュレーション分析 

（日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤研究(C)） 

青山 裕（研究代表者） 

地盤表層域における熱水放出の状態変化に関する実験観測

的研究 

（日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦的研究(萌芽)） 

稲津 將（研究分担者） 

高解像気候変動予測と作物データセットの充実による農業

適応策の提示 

（日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(A)） 
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3.2  アウトリーチ活動 

3.2.1  イベント主催および後援 

(1)主催シンポジウム 

広域複合災害研究センター（以下，CNHR）は，読売新聞北海道支社と共催で令和４年

度レジリエント社会・地域共創シンポジウム「海溝型地震の被害想定と減災」を令和４

年１１月２日（水）にオンライン開催しました。 

 

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の発生が懸念されるなか、内閣府の有識者検討会

は 2021年 12月にその津波浸水想定を発表し、本年７月には北海道による被害想定が公

表されました。広域複合災害研究センター（CNHR）は、読売新聞北海道支社、一般社団

法人国立大学協会と共催で令和４年度レジリエント社会・地域共創シンポジウム「海溝

型地震の被害想定と減災」を 11月 2日（水）に釧路市で開催しました。本シンポジウ

ムでは、地震発生メカニズムや津波浸水・被害想定の考え方、積雪寒冷地における避難

行動や避難所運営に関する知見を発信し、連鎖複合災害や効果的な減災対策について議

論しました。今回のシンポジウムは YouTubeによる同時配信も併用したハイブリッド形

式で開催し、当日は、国や道、市町村の防災担当者、地域住民の方などが現地参加し、

オンライン視聴者と合わせ 233人が視聴しました。 

 

シンポジウムでは、北海道大学の寶金清博総長からのビデオ開会挨拶があり、その後、

鈴木直道北海道知事からの式辞（吉川政英北海道危機対策局長代読）披露、衆議院議員

鈴木貴子氏並びに北海道議会議員小畑保則氏及び笠井龍司氏からの祝電が紹介されま

した。続いて、CNHR の山田孝センター長からシンポジウムの開催主旨説明がありまし

た。基調講演は２件あり、１件目は、蝦名大也釧路市長から「日本海溝・千島海溝沿い

の巨大地震に伴う最大クラスの津波への対応について」と題し釧路市の取組についての

解説と共に、対策遂行に当たり同市が抱えている課題と国・道に対する要望が示されま

した。２件目は、岡田成幸北海道大学名誉教授（北海道防災会議地震専門委員会委員長）

から「被害想定の概要と課題～社会が議論すべきこと～」と題し被害想定の目的と手法

の説明に加え、被害想定活用には短期的視点（想定結果による現行チェック）・中期的

視点（逃げるための対策）・長期的視点（まちづくりによる逃げない対策）の重要性が

教示されました。 
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続いて行ったパネルディスカッションでは、まず、登壇者８人による話題提供がなさ

れました。谷岡勇市郎教授（北海道大学）は「津波発生確率」の難しさ、橋本雄一教授

（北海道大学）は GIS活用事例としての「災害の現地化」による津波避難学習効果、山

口真司特任教授（北海道大学）は「複合災害」回避のための土砂災害対策の考え方、根

本昌宏教授（日本赤十字北海道看護大学）は「Preventable Death（避けられた死）」を

回避する低体温症対策の重要性、草苅敏夫釧路高専名誉教授は冬季の避難の難しさ克服

のために疑似体験（DIG）と人材育成（HUG）の活用を訴え、田村桂一調整官（北海道開

発局）は開発局の取組と保有する対策用資機材を紹介し市町村の活用を呼びかけ、大西

章文課長（北海道危機対策課）は被害想定に対する今後の道の取組と防災教育情報発信

サイトの紹介を、伊藤剛次長（読売新聞北海道支社）は科学情報とは別に報道を通して

伝えることができる災害情報は、災害時の人の動きや考えを伝え続けていく姿勢が重要

であること等を、それぞれの専門的立場からお話いただきました。 

 

 

令和４年度レジリエント社会・地域共創シンポジウム 

「海溝型地震の被害想定と減災」 

 

●開催日時：令和４年１１月２日（水）１３時００分～１６時１０分 

●会  場：コーチャンフォー釧路文化ホール・小ホール 

（ライブ配信あり） 

●主  催：北海道大学広域複合災害研究センター 

●共  催：読売新聞北海道支社，一般社団法人国立大学協会 

●後  援：北海道開発局，北海道，釧路市 
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その後、岡田氏をコーディネータとして各パネラーへの個別事例 Q&A形式で議論が深

められました。その中で、フロアからの質問や蝦名市長からの要望（対策予算措置の法

規立て付けの柔軟活用）の可能性についても議論がなされました。最後に、コーディネ

ータよりソフト対策を活かすためにはその前提としてのハード対策が重要であること、

対策は次の世代への遺産であり長期的対策の視点も忘れてはならないこと、対策は他人

事にせず産官学に報道・住民を加えたオールジャパンで取り組むべきことと総括されま

した。最後に、読売新聞北海道支社の平尾武史支社長より閉会の挨拶があり、シンポジ

ウムは盛会裡に終了しました。 

 

CNHRでは，防災に係るシンポジウムを年 1回開催しており，今後も複雑化，多様化す

る自然災害に焦点を当て，行政や一般住民を対象としたシンポジウムを開催し，継続的

にアウトリーチ活動を行っていきます。なお，北海道大学と読売新聞北海道支社は，令

和 3年 3月に、相互に連携した社会貢献活動を推進するための包括連携協定を締結して

おり，今回の防災シンポジウムはこの連携協定の一環として共催で開催しました。  
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■シンポジウムプログラム 
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■開催時会場の様子 

 

 

 

 

 

 

ビデオ開会挨拶をする寳金清博 北大総長 

 

 

 

 

 

 

 

 

基調講演中の蝦名大也 釧路市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

パネルディスカッションの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

趣旨説明中の山田 孝 北大広域複合災害

研究センター長 

 

 

 

 

 

 

 

基調講演中の岡田成幸 北大名誉教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

閉会挨拶をする平尾武史 読売新聞北海道

支社長 
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■フライヤー等 
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(2)後援活動等 

 広域複合災害研究センターでは，以下のシンポジウム等で後援活動等を行いました。 

 

シンポジウム等名称 主 催 開催日 場 所 等 

第 2 回チャレンジフィールド北海道

シンポジウム ―北海道における災

害関連研究（１）避難を考える― 

チャレンジフィールド

北海道 

（ノーステック財団） 

2022 年 

2 月 15 日 

京王プラザホテル札幌

／オンライン併用 
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3.2.2  講演会・研修会等の講師 

 
1) 2022 年 5 月 18 日 （一財）砂防・地

すべり技術センター 特別講演 
 主催：（一財）砂防・地すべり技術センター 
 会場：砂防会館 
 演者：岡田成幸 
 演題：リスク格差問題から考える科学技術
者の防災イデオロギー 

 
2) 2022 年 5 月 28 日 令和 4 年度木橋

診断士更新講習会 
 主催：一般社団法人木橋技術協会 
 会場：オンライン 
 演者：佐々木貴信 
 演題：木橋点検要領解説 

 
3) 2022 年 6 月 11 日 令和 4 年度木橋

診断士新規講習会 
 主催：一般社団法人木橋技術協会 
 会場：オンライン 
 演者：佐々木貴信 
 演題：木橋点検要領解説 

 
4) 2022 年 6 月 14 日 第 57 回 時計

台サロン「農学部に聞いてみよう」 
 主催：北海道大学農学部 
 会場：札幌市時計台２階ホール 
 演者：佐々木貴信 
 演題：木材利用のいま・むかし 

 
5) 2022 年 6 月 18日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：札幌市教育文化会館 
 演者：青山裕 
 演題：火山災害 

 
6) 2022 年 6 月 19日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：札幌市教育文化会館研修室 
 演者：岡田成幸 
 演題：地震・津波による災害，耐震診断と
補強 

 
7) 2022 年 7 月 1 日 九州における木

材の土木利用に関する講習会 
2022 

 主 催 ：九 州 橋 梁 ・ 構 造 工 学研 究会
（KABSE） 

 会場：電気ビル共創館カンファレンスルー
ム C（福岡市） 

 演者：佐々木貴信 
 演題：土木分野における木材利用の最新

事情 
 
8) 2022 年 7 月 21 日 第 57 回地盤工

学研究発表会 展望講演 
 主催：公益社団法人地盤工学会 
 会場：新潟市国際会議場/オンライン 
 演者：石川達也 
 演題：交通地盤工学：交通インフラの設計
施工・維持管理の変革 

 
9) 2022 年 9 月 10 日 あびら環境フォ

ーラム 
 主催：安平町 
 会場：安平町追分公民館 
 演者：桂真也 
 演題：胆振東部地震に伴う斜面崩壊につ
いて 

 
10) 2022 年 9 月 12日 （公社）砂防砂防

学会北海道支部オンライン勉強会 
 主催：（公社）砂防学会北海道支部 
 会場：オンライン 
 演者：岡田成幸 
 演題：日本海溝・千島海溝沿い巨大地震
の被害想定開設～被害想定の現状と課
題，あるべき姿私論～ 

 
11) 2022 年 9 月 27日 地盤工学会北海

道支部「北海道の地盤と防災」に関
する講習会 

 主催：公益社団法人地盤工学会北海道
支部 

 会場：北海道科学大学サテライトキャンパ
ス/オンライン 

 演者：石川達也 
 演題：自然災害から地盤を守るために 

 
12) 2022 年 10 月 9日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：プラザ新琴似 
 演者：青山裕 
 演題：火山災害 

 
13) 2022 年 10 月 9日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：プラザ新琴似 
 演者：岡田成幸 
 演題：地震・津波による災害，耐震診断と
補強 
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14) 2022 年 10 月 11 日  Academic 
Fantasista 2022（北海道大学・北海
道新聞社連携事業） 

 主催：北海道大学・北海道新聞社 
 会場：市立札幌開成中等教育学校 
 演者：安成哲平 
 演題：越境大気汚染を通じて地球環境を
考える！ 

 
15) 2022 年 10 月 11 日  Academic 

Fantasista 2022（北海道大学・北海
道新聞社連携事業） 

 主催：北海道大学・北海道新聞社 
 会場：市立札幌開成中等教育学校 
 演者：井上京 
 演題：災害に備えて，情報を活かそう 

 
16) 2022 年 10 月 28 日 令和 4 年度北

海道建設部技術職員（中堅職員）専
門研修 

 主催：北海道建設部 
 会場：TKPガーデンシティPREMIUM札
幌大通 

 演者：山口真司 
 演題：わが国の社会および気象状況の変
化に見る土砂災害の特徴 

 
17) 2022 年 10 月 31 日 かみかわ中南

部の未来に繋がるみちづくりフォー
ラム 

 主催：旭川十勝道路整備促進期成会，地
域高規格富良野道路建設促進期成会 

 会場：上富良野町保険福祉総合センター 
 演者：青山裕 
 演題：十勝岳の火山活動と懸念される災
害 

 
18) 2022 年 11 月 1 日 令和 4 年度高速

道路調査会研究発表会 
 主催：公益社団法人高速道路調査会 
 会場：AP 大阪駅前 
 演者：石川達也 
 演題：交通地盤工学を応用した気候変動
対応型舗装構造設計・性能評価法に関
する研究  

 
19) 2022 年 11 月 2 日 令和 4 年度レジ

リエント社会・地域共創シンポジウム
ー海溝型地震の被害想定と減災 

 主催：北海道大学広域複合災害研究セン
ター，読売新聞北海道支社，（一社）国立
大学協会 

 会場：コーチャンフォー釧路文化ホール 
 演者：岡田成幸 

 演題：被害想定の概要と課題 ～社会が
議論すべきこと～ 

 
20) 2022 年 11 月 2 日 令和 4 年度レジ

リエント社会・地域共創シンポジウム
ー海溝型地震の被害想定と減災 

 主催：北海道大学広域複合災害研究セン
ター，読売新聞北海道支社，（一社）国立
大学協会 

 会場：コーチャンフォー釧路文化ホール 
 演者：谷岡勇市郎 
 演題：釧路市で想定されている津波浸水 

 
21) 2022 年 11 月 2 日 令和 4 年度レジ

リエント社会・地域共創シンポジウム
ー海溝型地震の被害想定と減災 

 主催：北海道大学広域複合災害研究セン
ター，読売新聞北海道支社，（一社）国立
大学協会 

 会場：コーチャンフォー釧路文化ホール 
 演者：橋本雄一 
 演題：ＧＩＳで考える津波避難 

 
22) 2022 年 11 月 2 日 令和 4 年度レジ

リエント社会・地域共創シンポジウム
ー海溝型地震の被害想定と減災 

 主催：北海道大学広域複合災害研究セン
ター，読売新聞北海道支社，（一社）国立
大学協会 

 会場：コーチャンフォー釧路文化ホール 
 演者：山口真司 
 演題：海溝地震における土砂災害への対
応 

 
23) 2022 年 11 月 5日 札幌市西区発見

連合町内会防災講演会 
 主催：札幌市 
 会場：農試公園ツインキャップ 
 演者：岡田成幸 
 演題：わが家の防災マネジメント 

 
24) 2022 年 11 月 15 日 シンポジウム

「豪雨災害軽減に向けた流木動態
研究の最前線」 

 主催：（国研）森林研究・整備機構 森林
総合研究所 

 会場：オンライン 
 演者：厚井高志 
 演題：近年の地震・豪雨による山地災害 

 
25) 2022 年 11 月 22 日 「自然斜面の安

定化技術」に関する講習会 
 主催：自然斜面安定化技術講習会運営
事務局 



- 27 - 
 

 会場：カナモトホール（札幌市民ホール） 
 演者：厚井高志 
 演題：わが国の森林と近年の山地災害 

 
26) 2022 年 12 月 3 日 防災フォーラム 

2021/22 年冬に札幌都市圏が見舞
われた大雪を振り返る 

 主催：日本雪氷学会北海道支部，紀伊國
屋書店札幌本店 

 会場：紀伊國屋書店札幌本店 
 演者：稲津將 
 演題：未来の北海道の雪の降り方はどうな
るの？ 

 
27) 2022 年 12 月 13 日 北海道産学官

研究フォーラム・第 10 回防災・減災
セミナー 

 主催：（一社）北海道産学官研究フォーラ
ム 

 会場：苫小牧市文化交流センター 
 演者：岡田成幸 
 演題：日本海溝・千島海溝沿い巨大地震
の道内被害想定と必要なハード対策 

 
28) 2023 年 1 月 20 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：北見市民会館 
 演者：厚井高志 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
29) 2023 年 1 月 23 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：留萌市中央公民館 
 演者：桂真也 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
30) 2023 年 1 月 27 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：小樽市民会館 
 演者：桂真也 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
31) 2023 年 1 月 28日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：プラザ新琴似 
 演者：青山裕 
 演題：火山災害 

32) 2023 年 1 月 29日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：プラザ新琴似 
 演者：岡田成幸 
 演題：地震・津波による災害，耐震診断と
補強 

 
33) 2023 年 1 月 31 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：稚内建設協会 
 演者：山口真司 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
34) 2023 年 2 月 7 日 令和 4 年度建設事

業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：（一社）帯広建設協会 
 演者：山口真司 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
35) 2023 年 2 月 9 日 令和 4 年度建設事

業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：函館市民会館 
 演者：厚井高志 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
36) 2023 年 2 月 14 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：釧路センチュリーキャッスルホテル 
 演者：厚井高志 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
37) 2023 年 2 月 15 日 チャレンジフィー

ルド北海道シンポジウム「北海道に
おける災害関連研究（１）～避難を
考える～ 

 主催：チャレンジフィールド北海道（ノース
テック財団） 

 会場：京王プラザホテル札幌 
 演者：橋本雄一 
 演題：GIS と地理空間情報で見る北海道
太平洋沿岸における津波避難の課題 

 
38) 2023 年 2 月 16 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：（一社）室蘭建設業協会 
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 演者：笠井美青 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
39) 2023 年 2 月 20 日 2022 年度中四

国地区応用力学フォーラム「広域斜
面動態・安定シミュレーションの最前
線」 

 主催：公益社団法人土木学会 
 会場：広島大学東広島キャンパス/オンラ
イン 

 演者：石川達也 
 演題：広域での降雨浸透・流出を考慮した
斜面災害リスク評価 

 
40) 2023 年 2 月 21 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：北海道自治労会館 
 演者：笠井美青 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
41) 2023 年 2 月 28 日 令和 4 年度建設

事業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：（一社）空知建設業協会 
 演者：笠井美青 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
42) 2023 年 3 月 2 日 令和 4 年度建設事

業専門研修会 
 主催：一般財団法人北海道開発協会 
 場所：旭川市民文化会館 
 演者：桂真也 
 演題：北海道で発生した近年の土砂災害
とその対応 

 
43) 2023 年 3 月 2 日 令和 4 年度治山

技術者中堅職員特別研修 
 主催：北海道水産林務部 
 会場：道庁本庁舎 11 回水産林務部 1 号
会議室 

 演者：厚井高志 
 演題：気候変動下の山地災害と防災減災 

 
44) 2023 年 3 月 9 日 ISAR-7 (Seventh 

International Symposium on Arctic 
Research) 

 主催：北極環境研究コンソーシアム
（JCAR）& 国立極地研究所（NIPR） 

 会場：国立極地研究所（NIPR） 
 演者：安成哲平 

 演 題 ： Preliminary results of the 
atmospheric particulate matter 
variations in the summer of 2022 in 
Qaanaaq, Greenland 

 
45) 2023 年 3 月 13 日  HAI-FES 

International Workshop 
 主催：北海道大学北極域研究センター 
 会場：北海道大学/オンライン 
 演者：安成哲平 
 演 題 ： Tackling measurements and 

assessments of the air quality affected by 
transboundary air pollution transport to 
Hokkaido 

 
46) 2023 年 3 月 18 日 2022 年地震火

山研究観測センターシンポジウム 
 主催：北海道大学大学院理学研究院付
属地震火山研究観測センター 

 会場：北海道大学学術交流会館小講堂 
 演者：青山裕 
 演題：大気電場変動観測による火山活動
監視体制改善の試み 

 
47) 2023 年 3 月 19日 株式会社南気象

予報士事務所勉強会 
 主催：株式会社南気象予報士事務所 
 会場：オンライン 
 演者：安成哲平 
 演題：PM2.5 と大気エアロゾル～越境大
気汚染に注目して～ 

 
48) 2023 年 3 月 25日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：札幌総合卸センター 
 演者：岡田成幸 
 演題：地震・津波による災害，耐震診断と
補強 

 
49) 2023 年 3 月 26日 防災士研修講座 
 主催：日本防災士機構 
 会場：札幌総合卸センター 
 演者：青山裕 
 演題：火山災害 
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3.2.3  有識者会議等への参画 

 

山田 孝 北海道防災会議，専門委員 

山田 孝 倶多楽火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会(北海道)，委員長 

山田 孝 砂防・急傾斜管理技術者試験判定小委員会((公社)砂防学会)，委員 

山田 孝 厚真町地盤災害に関する技術委員会(厚真町)，委員 

山田 孝 御嶽山火山噴火緊急減災対策砂防計画検討会(国土交通省)，委員 

山田 孝 白山火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会(国土交通省)，委員 

山田 孝 乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会(国土交通省)，委員 

山田 孝 令和４年度手稲山地区地すべり対策検討意見聴取会((一社)砂防・地すべり技術
センター)，構成員  

山田 孝 十勝岳火山防災協議会(北海道)，学識経験者 

井上 京 国立研究開発法人審議会（国土交通省），臨時委員 

井上 京 
国立研究開発法人土木研究所外部評価委員（国立研究開発法人土木研究所），
委員，食料生産基盤整備分科会長 

井上 京 北海道開発局総合評価審査委員会（国土交通省北海道開発局），委員 

井上 京 
札幌開発建設部総合評価審査委員会（国土交通省北海道開発局札幌開発建設
部），委員 

井上 京 
稚内開発建設部総合評価審査委員会（国土交通省北海道開発局稚内開発建設
部），委員長 

井上 京 北海道環境審議会（北海道），委員 

井上 京 
北海道において実施する農業農村整備事業等補助事業の評価に関する技術検討
会（農林水産省），委員 

井上 京 
札幌開発建設部石狩川流域委員会（国土交通省北海道開発局札幌開発建設部），
委員 

井上 京 
函館開発建設部後志利別川整備計画検討委員会（国土交通省北海道開発局函館
開発建設部），委員 

笠井 美青 国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所 北海道地域評議会，委員 

笠井 美青 国立研究開発法人土木研究所外部評価委員会河川系分科会，委員 

笠井 美青 北海道環境影響評価審議会（北海道），委員 

笠井 美青 火山防災に係る調査企画委員会，委員 

笠井 美青 北海道防災会議，専門委員 
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笠井 美青 大規模土砂災害対策研究機構，委員 

笠井 美青 北海道土地利用審査会（北海道），委員 

笠井 美青 北海道国土利用計画審議会，委員 

笠井 美青 北海道特定開発行為審査会（北海道），委員 

笠井 美青 北海道水資源保全審議会，副会長 

笠井 美青 恵山火山防災協議会，学識経験者 

笠井 美青 駒ケ岳火山防災協議会，学識経験者 

笠井 美青 大規模土砂災害対策検討会（北海道開発局），アドバイザー 

笠井 美青 
令和４年度手稲山地区地すべり対策検討意見聴取会（一般財団法人砂防・地す
べり技術センター），構成員 

佐々木貴信 
北海道立総合研究機構 研究課題検討会（林産部門）（北海道立総合研究機構），
外部有識者 

佐々木貴信 緑の審議会（札幌市），委員 

佐々木貴信 森林基本方針作成に関する有識者会議（札幌市），委員 

佐々木貴信 鶴の舞橋改修に関する技術検討委員会（青森県），委員長 

佐々木貴信 
災害時の緊急架設を目的とした緊急仮設橋に関する調査研究小委員会（土木学
会），委員 

厚井 高志 アトサヌプリ火山防災協議会，学識経験者 

厚井 高志 雌阿寒岳火山防災協議会，学識経験者 

厚井 高志 復興デザイン会議（東京大学復興デザイン研究体），委員 

厚井 高志 北海道政策評価委員会（北海道），委員 

厚井 高志 北海道気候変動適応推進会議（北海道），構成員 

厚井 高志 技術者資格制度小委員会（国土交通省），臨時委員 

厚井 高志 富士山噴火降灰後土石流可能性マップ検討会（国土交通省），委員 

桂 真也 
令和４年度手稲山地区地すべり対策検討意見聴取会（一般財団法人砂防・地す
べり技術センター），構成員 

泉 典洋 国土交通省研究開発法人審議会，委員 

泉 典洋 
国土交通省社会資本整備審議会河川部会河川整備基本方針検討分科会，委
員 

泉 典洋 北海道開発局十勝川流域委員会，委員長 

泉 典洋 北海道開発局総合評価委員会，委員 

泉 典洋 北海道開発局幾春別川総合開発事業マネジメント委員会，座長 
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泉 典洋 北海道十勝川右岸圏域河川整備流域懇談会，座長 

泉 典洋 国立研究開発法人土木研究所外部評価委員会，委員 

泉 典洋 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構総合評価委員会，委員 

江丸 貴紀 積雪寒冷対応システム検討ワーキンググループ，アドバイザー 

江丸 貴紀 国立研究開発法人土木研究所外部研究評価委員会，委員 

江丸 貴紀 港湾の施設の点検診断システムに関する技術検討会，委員 

石川 達也 道路管理技術委員会（一般財団法人北海道道路管理技術センター），委員 

石川 達也 
NEXCO東日本北海道支社土工技術検討会（ネクスコエンジニアリング北海道），
委員長 

石川 達也 
NEXCO 東日本北海道支社トンネル技術検討会（ネクスコエンジニアリング北海
道），委員 

石川 達也 北海道開発局道路防災有識者（国土交通省北海道開発局），委員 

石川 達也 札幌市における大規模盛土造成地変動予測調査に掛かる技術的アドバイザー 

石川 達也 北広島市における大規模盛土造成地変動予測調査に掛かる技術的アドバイザー 

石川 達也 幌延深地層研究の確認会議，専門有識者 

石川 達也 北海道地方労働審議会，委員 

石川 達也 防災分野課題検討会（北海道立総合研究機構），外部有識者 

石川 達也 旭川市産業廃棄物施設専門委員 

石川 達也 
「第四系中の変状の成因に関する基礎的研究」専門家委員会（一般財団法人電
力中央研究所），委員 

渡部 要一 北海道政策評価委員会（北海道），副会長 

渡部 要一 大規模盛土造成地変動予測調査有識者協議（札幌市都市局），有識者 

橋本 雄一 北海道防災会議地震専門委員会（北海道），委員 

橋本 雄一 
地震防災対策における減災目標策定に関するワーキンググループ（北海道），
委員 

橋本 雄一 
地理空間情報に関する北海道地区産学官懇談会（国土交通省国土地理院北海道
地方測量部），座長 

橋本 雄一 日本学術会議地理教育分科会（日本学術会議），幹事 

橋本 雄一 
日本学術会議地理教育分科会地図／GIS 教育小委員会（日本学術会議），委員
長 

青山 裕 火山噴火予知連絡会（気象庁），委員 

青山 裕 火山噴火予知連絡会火山活動評価検討会（気象庁），委員 
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青山 裕 火山噴火予知連絡会火山観測体制等に関する検討会（気象庁），委員 

青山 裕 火山防災に係る調査企画委員会（内閣府），委員 

青山 裕 
火山研究運営委委員会データ利活用推進タスクフォース（防災科学技術研究
所），委員 

青山 裕 北海道防災会議火山専門委員会（北海道），委員 

青山 裕 北海道原子力専門有識者会合（北海道），専門有識者 

青山 裕 雌阿寒岳火山防災協議会（釧路総合振興局），学識経験者 

青山 裕 大雪山火山防災協議会（上川総合振興局），学識経験者 

青山 裕 十勝岳火山防災協議会（上川総合振興局），学識経験者 

青山 裕 有珠山火山防災協議会（胆振総合振興局），学識経験者 

青山 裕 北海道駒ヶ岳火山防災協議会（渡島総合振興局），学識経験者 

青山 裕 十勝岳ジオパーク推進協議会（美瑛町・上富良野町），学識顧問 

岡田 成幸 北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会，委員長 

岡田 成幸 
北海道防災会議地震防災対策における減災目標設定に関するワーキンググ
ループ，座長 
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3.2.4  その他特筆すべき活動 

 

桂 真也 
洛南高等学校キャリア研修，北海道大学農学部本館 4F 大講堂 

 「土砂災害の実態と対策」（2022 年 7月 10 日） 

橋本 雄一 札幌啓成高等学校 模擬授業（2022 年 7月 21日） 

山田 孝 

岡田成幸 

北海道大学令和 4年度第 6 回定例記者会見，北海道大学 百年記念会館 

「海溝型地震の被害想定と減災～北海道で巨大地震が起こったら～」

（2022 年 10 月 20 日） 

橋本 雄一 鵡川中学校 ハザードマップ学習（2022 年 10 月 22 日） 

青山 裕 
JICA中南米地域火山防災能力強化研修，北海道大学大学院理学研究院附

属地震火山研究観測センター施設見学の案内（2022 年 11 月 8 日） 

広域複合災害

研究センター 
小学生向け防災手帳（札幌テレビ放送株式会社（STV）作成）監修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道大学令和 4年度第 6回定例記者会見の様子（2022 年 10月 20日撮影） 
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3.3  メディア報道・取材対応 

 

青山 裕 
2022 年 4 月 15 日/15:30-16:30：北海道新聞（対面取材） 

「北海道の火山観測体制について」 

青山 裕 
2022 年 4 月 18 日/10:00-12:00：北海道新聞（対面取材） 

「北海道の火山観測体制について」https://www.hokkaido-np.co.jp/article/696108 

桂 真也 

2022 年 5 月 11 日：NHK ほっとニュース北海道 

2022 年 5 月 12 日：NHK おはよう北海道 

「胆振東部地震の土砂崩れ 斜面に含まれた「多くの水」が要因か」 

桂 真也 

2022 年 5 月 13 日：北海道新聞朝刊 1 面 

「胆振東部地震で地滑りの斜面 水分飽和で常に崩壊危機 北大チーム調査 

全道に同様地形」 

桂 真也 
2022 年 5 月 13 日：日刊工業新聞 19 面 

「北海道胆振東部地震 斜面崩壊 水の役割解明 北大」 

桂 真也 

2022 年 5 月 16 日：朝日新聞朝刊 22 面 

「胆振東部地震で斜面崩壊 直前の雨影響なしか 北大院チーム「層常に水

分」」 

橋本雄一 

2022 年 5 月 31 日：北海道新聞 朝刊全道（社会） 

「〈災害に備える〉津波避難ビル混雑 ７割上がれず 釧路市指定団地モデル

に試算」 

桂 真也 
2022 年 9 月 5 日：共同通信 

「堆積層の底部つぶされ土砂崩れ 北海道地震，風化で脆弱化」 

桂 真也 
2022 年 9 月 6 日：産経新聞朝刊 20 面 

「北海道地震 堆積層つぶれ土砂崩れ」 

厚井高志 

2022 年 9 月 6 日：北海道新聞（電子版） 

「＜災害に備える・専門家の見方＞④地震の土砂災害、緩斜面でも」 

https://www.hokkaido-np.co.jp/article/726871/  
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桂 真也 
2022 年 9 月 8 日：毎日新聞朝刊 21 面 

「堆積層底部つぶれ発生 土砂崩れ，風化でもろく 原因調査」 

広域複合災害

研究センター 

2022 年 10 月 21 日：STV テレビ どさんこワイド 

「北海道大学定例記者会見にて、広域複合災害研究センター主催の海溝型地

震被害想定シンポジウムが釧路市で開催」 

広域複合災害

研究センター 

2022 年 11 月 3 日：読売新聞（朝刊）北海道版総合面・社会面 

「寒冷地 津波で低体温リスク」シンポジウムの内容紹介。「道内の津波への

備え議論」 

広域複合災害

研究センター 

2022 年 11 月 4 日：北海道新聞（電子版） 

「日本海溝・千島海溝地震の津波被害や減災考える 釧路で専門家招きシン

ポジウム」 

青山 裕 

2022 年 11 月 10 日/15:00-17:00：STV SDGs 推進室報道制作センター（対面取

材） 

「火山防災について」 

青山 裕 
2022 年 11 月 24 日/15:30-16:00：NHK 室蘭放送局（対面取材） 

「有珠山の観測体制について」 

岡田成幸 
2022 年 11 月 26 日：読売新聞（朝刊）全国版・12 版北海道特集 

「冬の避難 備え重要 11 月 3 日釧路シンポジウム詳説」 

橋本雄一 

2022 年 11 月 26 日：読売新聞 朝刊（北海道特集） 

「北大・読売 防災シンポ「海溝型地震の被害想定と減災」GIS で防災力を向

上」 

岡田成幸 
2022 年 11 月 29 日：北海道新聞（朝刊）3 面 

「防災万が一に備えて」八軒連合町内会防災講演実施の紹介記事 

岡田成幸 

2022 年 12 月 8 日：NHK テレビ ニュース８４５（北海道ローカルニュース） 

「日本海溝・千島海溝沿い巨大地震減災目標策定ワーキンググループの委員

会後の座長インタビュー録画放送 

岡田成幸 

2022 年 12 月 26 日：NHK テレビ ニュース北海道６４５・北海道８４５（北

海道ローカルニュース） 

「日本海溝・千島海溝周辺の減災計画策定公表に関するワーキンググループ

座長インタビュー録画放送 
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岡田成幸 
2022 年 12 月 27 日：朝日新聞（朝刊）道内版 

「想定死者 8 割めざす 巨大地震道防災会議が計画案」インタビュー記事。 

岡田成幸 

2022 年 12 月 27 日：北海道新聞(朝刊)総合 3 面 

「＜フォーカス＞道部会が計画案 減災達成へ費用ネック 市町村 国道に

支援の詳細要求」減災計画案公表に際してのインタビュー記事。 

橋本雄一 
2023 年 1 月 1 日：北海道新聞 全道朝刊（特集） 
「DX の波 暮らしに職場に 地理情報 活躍の場広く 災害時 素早く状
況把握 高校「地理」で学習」 

岡田成幸 
2023 年 2 月 20 日：北海道新聞(朝刊) 
「築 40 年超の住宅、進まぬ耐震化 無料診断受けても高い改修費が足かせ」
取材記事。 

岡田成幸 

2023 年 2 月 21 日：北海道新聞(朝刊) 

「13 市町村で最大 4942 ヘクタール浸水 オホーツク海沿岸の津波想定、道策

定」北海道地震専門委員会終了後の委員長取材記事。 
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3.4  CNHR Newsletter の発行 

 広域複合災害研究センターや所属メンバーの活動状況のほか，関係するイベント情報，

道内の自然災害の発生情報，センターメンバーの紹介を行うため，令和２年度から

「CNHR Newsletter」の発行を開始しました。Newsletter は年３～４回程度発行していま

す。また，Newsletter は当センターホームページ上で公開するほか，行政防災担当者（道

内 179 市町村等）や関係機関にメール配信しています。 

 ※令和４年度に発行した Newsletter は付録資料に収録しました。 

 

 

【CNHR Newsletter 発行状況】 

通算番号 対象期間 備 考 

Vol.1 2020年 7月―2020年 9月  

Vol.2 2020年 10月―2020年 12月  

Vol.3 2021年 1月―2021年 3月  

Vol.4 2021年 4月―2021年 6月  

Vol.5 2021年 7月―2021年 9月  

Vol.6 2021年 10月―2022年 3月  

Vol.7 2022年 4月―2022年 6月  

Vol.8 2022年 7月―2022年 9月  

Vol.9 2022年 11月 シンポジウム特集号 
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3.5  学会調査団等への参加 

 

参加者 調査状況等 

厚井 高志 

公益社団法人砂防学会 

「令和 4 年 8 月山形県飯豊町で発生した土砂災害に係る災害調査」  

（山形県飯豊町，令和 4 年 9 月 23 日～令和 4 年 9 月 24 日） 
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4．活動成果                          
（掲載順不同） 

4.1  論文・紀要・書籍等 

 

【査読あり】 

Imran, Y., Melling, L., XhuanWong, G., Hatano, R., Inoue, T., Aeries, E. B., Goh, K. J. and Mah, D. Y. 

S.: Long term dynamics of surface fluctuation in a peat swamp forest in Sarawak, Malaysia, 

Environmental Research Communications, 4 (2022) 041001: doi.org/10.1088/2515-7620/ac6295 

横地穣, 関本幸一, 井上京: 泥炭地に敷設された農業用管水路の不同沈下の実態, 農業農村工学
会論文集, No.341 (90-1), pp. I_45 - I_52 (2022) 

岡本涼太郎, 佐々木貴信, 澤田圭, 大橋義徳, 宮内輝久, 加藤貴博：CLT 床版を用いた林道橋の
補修設計と解析. 土木学会論文集，Vol. 79, No.28 (2023)，DOI: https://doi.org/10.2208/jscejj.22-

28003 

石原亘, 高梨隆也, 川合慶拓, 大橋義徳, 佐々木貴信, 澤田圭：低湿度環境で暴露したカラマツ
およびトドマツ CLT のせん断強度. 木材学会誌，Vol.68, No.4, p. 154-164 (2022), DOI: 

https://doi.org/10.2488/jwrs.68.154 

川合慶拓, 高梨隆也, 澤田圭, 佐々木義久, 佐々木貴信：面外曲げをうけるカラマツ CLT のせん
断強度の評価. 木材学会誌，Vol.68, No.4, p. 179-187 (2022), https://doi.org/10.2488/jwrs.68.179 

Flavio Furukawa, Junko Morimoto, Nobuhiko Yoshimura, Takashi Koi, Hideaki Shibata, Masami 

Kaneko (2022): UAV Video-Based Approach to Identify Damaged Trees in Windthrow Areas. Remote 

Sensing 14(3170) 3170-3170 

森洋，野田龍，厚井高志，鄒青穎，荒井健一，金俊之，櫻井由起子，對馬美紗，齋藤はるか，
佐藤達也，講武学，大坪俊介，金子秀人，丹羽諭，森千夏，松尾新二朗，池田一，工藤唯
志，北村一貴，林一成，寒河江岳雄，西尾克人，山口和真，貝羽哲郎：２０２２年８月豪雨
により山形県飯豊町で発生した土砂災害. 砂防学会誌 75(6) 25–35. 2023 

Aoki, T., Katsura, S., Koi, T., Tanaka, Y., and Yamada, T. (2022): Hydrauli c properties of and 

pressure-head dynamics in thick pyroclastic-fall deposit s in Atsuma, Northern Japan: Implications for 

the role of water in shallow landslides induced by the 2018 Hokkaido Eastern Iburi Earthquake, 

Landslides 19(8): 1813-1824, doi: 10.1007/s10346-022-01884-w 

https://doi.org/10.1088/2515-7620/ac6295
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Yoshino, T., and Katsura, S. (2022): Perennial groundwater zone formation processes in thin organic soil 

layers overlying thick clayed mineral soil layers in a small serpentine headwater catchment, Water, 14, 

3122, doi: 10.3390/w14193122. 

MR Andriamboavonjy, T Terakado, N Izumi, Spatiotemporal Evolution of Bed Configurations in Mixed 

Bedrock-Alluvial in Uniformly Curved Channels, Water 14 (3), 397, 2022 

M Okamura, Y Tsuyuguchi, N Izumi, K Maeda, Centrifuge modeling of scale effect on hydraulic 

gradient of backward erosion piping in uniform aquifer under river levees, Soils and Foundations 62 

(5), 101214, 2022 

K Ohata, H Naruse, N Izumi, Upper and lower plane bed definitions revised. Progress in Earth and 

Planetary Science 9 (1), 23, 2022 

Z Wu, N Izumi, Transportational Cyclic Steps Created by Submarine Long-Runout Turbidity Currents. 

Geosciences 12 (7), 263, 2022 

K Ohata, H Naruse, N Izumi, Linear stability analysis of plane beds under flows with suspended load. 

Earth Surface Dynamics Discussions, 1-35, 2022 

R NISHIGUCHI, S TAGATA, K KAGEYAMA, N IZUMI, M SEKINE, RIVER FLOW INVERSE 

ANALYSIS AND DATA ASSIMILATION, Journal of JSCE 10 (1), 430-442, 2022 

泉典洋，川村里実, 流量がゆっくりと変化する条件下での砂州の弱非定常安定解析. 土木学会論
文集 B1 (水工学) 78 (2), I_949-I_954, 2022 

山口里実，泉典洋, 流量減少時の砂州性蛇行の発達と側岸侵食に関する水理実験, 土木学会論文
集 B1 (水工学) 78 (2), I_889-I_894, 2022 

藤原圭哉，佐藤誠，亀田敏弘，泉典洋，堀宗朗, 河川管理検討プロセスの高度化・省力化シス
テム (X-EVA) の提案, 河川技術論文集 28, 247-252, 2022 

田方俊輔，泉典洋, 高波浪時における堤防近傍の地形変化の三次元性について. 土木学会論文集 
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の利活用. 地理情報システム学会第 31 回学術研究発表大会 

小野塚仁海, 橋本雄一：携帯電話人口統計を用いた災害発生直後の都市における人口分布変化
に関する研究 -平成 30 年北海道胆振東部地震発生後の札幌を事例に-. 地理情報システム学会
第 31 回学術研究発表大会 

川村 壮, 橋本雄一：函館市における土地利用の空間的特徴と津波災害リスク. 地理情報システ
ム学会第 31 回学術研究発表大会 

三井 和, 橋本雄一：苫小牧市の津波浸水想定域における避難困難地域の空間分析. 地理情報シ
ステム学会第 31 回学術研究発表大会 

奥野祐介, 橋本雄一：日本海溝北部地震による津波を想定した疑似的津波集団避難行動分析 北
海道苫小牧市を事例として-. 地理情報システム学会第 31 回学術研究発表大会 

橋本雄一：北海道太平洋沿岸の津波浸水想定変更に伴う避難困難域の変化. 地理情報システム
学会第 31 回学術研究発表大会 

川村壮, 橋本雄一：室蘭市における土地利用変化と津波災害リスク. 2022 年日本地理学会秋季学
術大会 

橋本雄一：「地理総合」における GIS 教育. 2022 年日本地理学会秋季学術大会 

小野塚仁海, 橋本雄一：携帯電話人口統計を用いた災害発生後の都市における人口分布変動の
時空間的研究 平成３０年北海道胆振東部地震の事例. 2022 年北海道地理学会春季学術大会 

川村壮, 橋本雄一：苫小牧市において想定される日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による津
波災害. 2022 年北海道地理学会春季学術大会 

青山裕：北海道内火山における将来の噴火に向けた火山観測の課題. JpGU Meeting 2022 
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名和一成・今西祐一・池田博・本多亮・岡大輔・白川龍生・大井拓磨・高橋浩晃・大園真子・
青山裕・岡田和見・山口照寛：道東・屈斜路カルデラとその周辺で観測される短期的重力変
化. JpGU Meeting 2022 

吉田英臣・田中良・市原美恵・青山裕：高粘性マグマ貫入過程解明のための二次元アナログモ
デル実験. JpGU Meeting 2022 

田中良・中島悠貴・村上亮・武田歩真・山口照寛・鈴木敦生・青山裕：安価で省電力な GNSS

観測装置による有珠山の稠密 GNSS 観測（序報）. JpGU Meeting 2022 

Ayumu Ishikawa, Takeshi Nishimura, Giorgio Lacanna, Hiroshi Aoyama, Ryohei Kawaguchi, Eisuke 

Fujita, Taishi Yamada, Takahiro Miwa, Maurizio Ripepe: Pre-explosive ground deformations induced 

by normal Strombolian and paroxysmal activities at Stromboli volcano. 5a Conferenza Alfred Rittmann 

横山光・青山裕：こどもサマースクールへの火山学会としての関わりと課題. 日本火山学会
2022 年度秋季大会 

近内雪乃・青山裕：十勝岳における微小傾斜変動イベント変動源の検討─2019 年 11 月 5 日・
2022 年 1 月 21 日の例─. 日本火山学会 2022 年度秋季大会 

柘植鮎太・青山裕・秋田藤夫・加藤和彦：しかべ間歇泉の熱水供給系と噴出における物理過程.  
日本火山学会 2022 年度秋季大会 

中島悠貴・西村太志・青山裕・井口正人・神田径・大湊隆雄. 桜島における電場観測からの噴
火検知の試み. 日本火山学会 2022 年度秋季大会 

Inatsu, M., S. Kawazoe, and M. Mori, 2022: Trends and projection of heavy snowfall in Hokkaido, 

Japan, as an application of self-organizing map. 日本地球惑星科学連合 2022 年大会. 

稲津將, 川添祥, 松枝未遠, 中野直人, 2022: 潜在空間上での中高緯度冬季の長周期変動の予測
可能性. 日本気象学会 2022 年秋季大会. 

山口真司：海溝地震における土砂災害への対応. 令和 4 年度砂防学会北海道支部研究発表会. 

2022 年 12 月 9 日 

飯田彬斗・中嶋唯貴・岡田成幸：災害時の寒冷暴露に起因した低体温症被害評価手法の構築. 

2022 年度地域安全学会春季研究発表会、2022 年 5 月 20 日. 

村山凜成・中嶋唯貴・竹内慎一・岡田成幸：死者軽減を目的とした積雪荷重の季節変動性に伴
う要耐震化木造住居の推定. 2022 年度地域安全学会春季研究発表会、2022 年 5 月 20 日. 
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竹内慎一・中嶋唯貴・岡田成幸・麻里哲広：北海道の積雪期に対応した建物リスク評価手法の
基礎的検討 －その２ 一般診断法による積雪を考慮した被害計算方法－. 日本建築学会北海
道支部研究報告集，95、2022 年 6 月 25 日. 
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5．表彰・受賞等                            

 

令和 4 年度ディスティングイッシュ
トリサーチャー称号付与 
（北海道大学） 

受賞者：安成哲平 

SICE Annual Conference International 
Award 
(61st Annual Conference of the Society of 
Instrument and Control Engineers 
(SICE)) 

受賞者：Takeshi Emoto, Ankit A. Ravankar, Abhijeet 

Ravankar, Takanori Emaru, Yukinori Kobayashi 
件  名：Automatic Dimensional Inspection System of 
Railcar Wheelset for Condition Monitoring 

SI2022 優秀講演賞 
（2022 年 12 月，第 23 回計測自動制
御学会システムインテグレーション
部門講演会） 

受賞者：高野睦巳，江丸貴紀 
件  名：深層学習を用いた降雪・除雪状況下での
LiDAR データに重畳する雑音除去  

SI2022 優秀講演賞 
（2022 年 12 月，第 23 回計測自動制
御学会システムインテグレーション
部門講演会） 

受賞者：竹内一真，江丸貴紀 
件 名：UAV を用いた Visual-SLAM による広域なフ
ィールドの地図作成 

SI2022 優秀講演賞 
（2022 年 12 月，第 23 回計測自動制
御学会システムインテグレーション
部門講演会） 

受賞者：井内悠介，北村知大，江丸貴紀 
件 名：深層学習により推論された深度情報を用いた
作物領域検出精度の向上手法 

2022 年度異能 vation「ジェネレーショ
ンアワード」部門ノミネート 

受賞者：江丸貴紀 
件 名：ドローンによる社会インフラの点検システム 

地盤工学会技術業績賞 
受賞者：石川達也，渡部要一ほか 
件 名：平成 30 年北海道胆振東部地震により被災し
た札幌市清田区里塚地区の市街地復旧プロジェクト 

土木学会技術賞 
受賞者：石川達也，渡部要一ほか 
件 名：札幌市清田区里塚地区における市街地復旧事
業 

EPS Highlighted Papers 2022 

受賞者：Yuichiro Tanioka, Yusuke Yamanaka and Tatsuya 
Nakagaki 
件 名：Characteristics of the deep sea tsunami excited 
offshore Japan due to the air wave from the 2022 Tonga 
eruption, Earth, Planets and Space, 74:61 (2022) 
https://doi.org/10.1186/s40623-022-01614-5 

日本火山学会論文賞 第 31号（2022

年度） 

受賞者：Akihiko Terada, Wataru Kanda, Yasuo Ogawa, 
Taishi Yamada, Mare Yamamoto, Takahiro Ohkura, Hiroshi 
Aoyama, Tomoki Tsutsui, Shin’ya Onizawa 
件 名：The 2018 phreatic eruption at Mt. Motoshirane of 
Kusatsu-Shirane volcano, Japan: eruption and intrusion of 
hydrothermal fluid observed by a borehole tiltmeter 
network. Earth Planet Space, 73, 157, doi:10.1186/s40623-
021-01475-4. 
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付録-１ 

 

令和４年度 

レジリエント社会・地域共創シンポジウム 

「海溝型地震の被害想定と減災」 

 

講演概要集 



 

 

令和４年度 レジリエント社会・地域共創シンポジウム 

海溝型地震の被害想定と減災 

 

 

講演概要集 

 

 

 

 

日 時： 令和４年１１月２日（水）13:00～16:１0 

会 場： コーチャンフォー釧路文化ホール「小ホール」 

 

 

主催 北海道大学広域複合災害研究センター 

読売新聞北海道支社 

一般社団法人国立大学協会 

 

後援 

 

北海道開発局，北海道，釧路市 

  



 

 



 
令和４年度 レジリエント社会・地域共創シンポジウム 

海溝型地震の被害想定と減災 
 
 

日 時：令和４年１１月２日（水）１３時００分～１６時１０分 

会 場：コーチャンフォー釧路文化ホール「小ホール」（北海道釧路市治水町 12-10） 

次 第： 

13:00～13:05 開会挨拶  寳金 清博（北海道大学総長） 

 

 13:05～13:10 開催式辞  鈴木 直道（北海道知事） 

代読 吉川 政英（北海道総務部危機対策局長） 

 13:10～13:15 趣旨説明  山田 孝 （北海道大学広域複合災害研究センター長） 

 

13:15～13:35 基調講演１ 蝦名 大也（釧路市長） 

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に伴う最大クラスの津波への対応について」 

 

 13:35～13:55 基調講演２ 岡田 成幸（北海道大学名誉教授） 

「被害想定の概要と課題 ～社会が議論すべきこと～」 

 

 13:55～15:15 パネルディスカッション ～話題提供～ 

谷岡勇市郎（北海道大学教授）「釧路市で想定されている津波浸水」 

橋本 雄一（北海道大学教授）「ＧＩＳで考える津波避難」 

山口 真司（北海道大学特任教授）「海溝地震における土砂災害への対応」 

根本 昌宏（日本赤十字北海道看護大学教授）「寒冷期災害における命を護り健康を保つための課題」 

草苅 敏夫（釧路工業高等専門学校名誉教授）「冬季を想定した避難と避難所運営（DIG と HUG の活用）」 

田村 桂一（国土交通省北海道開発局事業振興部調整官）「防災・減災のためのインフラ整備と応急対策」 

大西 章文（北海道総務部危機対策課防災教育担当課長）「道民みんなで取り組む災害に強い北海道」 

伊藤 剛  （読売新聞北海道支社編集部次長）「巨大地震における情報収集と伝達の課題」 

 

― 休憩：10分 ― 

 

15:25～16:05 パネルディスカッション 

        コーディネーター 岡田 成幸（北海道大学名誉教授） 

 

16:05～16:10 閉会挨拶  平尾 武史（読売新聞北海道支社長）   

 

総合司会 桑原 有樹（読売新聞北海道支社次長）  



 
      



 

 

 

 

 

 

基調講演  



 

  



 
基調講演者 略歴 

 

 

氏   名 蝦 名 大 也 （えびな ひろや） 

生年月日 1959（昭和 34）年 1 月 4 日 

 

【学 歴】 

1977(昭和５２）年 3 月 北海道釧路湖陵高等学校卒業 

1983（昭和５８）年 3 月 青山学院大学経済学部中退 

 

【職 歴】 

1993（平成５）年 11 月  釧路市議会議員に初当選 

1997（平成９）年 11 月  釧路市議会議員に二選 

1999（平成１１）年 4 月  北海道議会議員に初当選 

2003（平成１５）年 4 月  北海道議会議員に二選 

2007（平成１９）年 4 月  北海道議会議員に三選 

2008（平成２０）年 11 月  釧路市長に初当選（１１月２日～） 

2012（平成２４）年 11 月  釧路市長に二選（１１月２日～） 

2016（平成２８）年 11 月  釧路市長に三選（１１月２日～） 

2020（令和２）年 11 月  釧路市長に四選（１１月２日～） 

 

 

～現 在 に 至 る～  



 
  



 
 

 

 

氏   名 岡 田 成 幸 （おかだ しげゆき） 

生年月日 1953 年（昭和 28 年）4 月 14 日 

 

【学 歴】 

1972（昭和４７）年 3 月 北海道札幌北高等学校卒業 

1976（昭和５１）年 3 月 北海道大学工学部卒業 

1978（昭和５３）年 3 月 同大学工学研究院修士課程修了 

1979（昭和５４）年 3 月 同大学同大学院博士課程中退 

 

【職 歴】 

1979（昭和５４）年 4 月 北海道大学工学部建築工学科・助手 

1990（平成２）年 6 月  同大学同学科・助教授 

2004（平成１６）年 10 月 名古屋工業大学建築工学科・教授 

2008（平成２０）年 4 月 東北大学国際研究所・客員教授兼任 

2010（平成２２）年 4 月 北海道大学工学研究院建築都市デザイン部門・教授 

2015（平成２７）年 4 月 同大学同研究院同部門・特任教授 

2019（平成３１）年 4 月 同大学広域複合災害研究センター・特任教授 

2022（令和４）年 4 月  同大学同センター・客員教授 

同年       4 月 （一社）砂防・地すべり技術センター・特任上級研究員 

同年       4 月 アジア航測株式会社・顧問 

 

【主な学協会・専門委員会】 

1995（平成７）年～1999（平１１）年  札幌市防災会議専門委員 

1995（平成７）年～1998（平成１０）年  苫小牧市防災会議専門委員 

1998（平成１０）年～2021（令和３）年  （公財）地震予知総合研究振興会委員 

2000（平成１２）年～2020（令和２）年  地域安全学会理事 

2001（平成１３）年～2005（平成２７）年  札幌市石狩平野北部地下構造調査委員 

2007（平成１９）年   豊中市防災会議専門委員 

2010（平成２２）年～2017（平成２９）年  北海道防災会議地震専門委員会委員 

2012（平成２４）年～現在   日本自然災害学会評議員 

2014（平成２６）年～2015（平成２７）年  北海道国土強靱化地域計画有識者懇談会委員 

2015（平成２７）年～2017（平成２９）年  日本建築学会代議員 

2017（平成２９）年～現在   北海道防災会議地震専門委員会委員長 

2020（令和２）年～現在    日本自然災害学会理事



 



 
基調講演２ 
 

被害想定の概要と課題 ～社会が議論すべきこと～ 

 

北海道大学名誉教授 岡田成幸 
 

1. 講演主旨 

 日本海溝・千島海溝沿いの巨大
地震(以降、「海溝沿い地震」と略
称)の想定被害が内閣府及び北海
道から公表された。被害想定は各
自治体が講じる防災対策の基本資
料となるものであるから（図 1）、
国・都道府県・市町村ごとに、それ
ぞれの目的に応じた評価方法に従
い計算し、その結果に基づき対策
を具体化していく必要がある。し
かし実情として、市町村レベルで
深く議論するポテンシャルを要
している自治体は極めて少ない。
本シンポジウムの目的は、被害想
定をどのように活用していった
らよいのか（「海溝沿い地震」の対
策オプション）を討論し、提示す
ることにある。そのための情報整
理を基調講演 2 として提供する
（図 2）。 
 
2. 被害想定の概要 

 被害想定の手順（図 1）に従い、方法の概要と「海溝沿い地震」の被害想定結果について解説す
る。また、国が示した対策（早期の避難開始）による死者低減の効果について触れ、その問題点
を指摘する。 
 
3. 社会が議論すべきこと 

 現状の被害想定結果を活用し防災対策を検討する場合に注意すべき点を指摘する。被害想定の
手法は、一般に中央防災会議が公表している「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次
報告）、20121)」に準拠することが多い。よって、その手法が抱えている問題点を理解し、当該地
域の被害想定及びその解釈に当たっては注意深く検討する必要があるが、これまで全国的に見て

図 2 被害想定のレベルと現状の問題点 

図 1 被害想定の目的と手順 



 
もこの点に関する議論は然程多くはない。以下、パネルディスカッションのヒントとなることを
期待し、4 点について指摘する。 
 

(1) なぜ巨大災害が想定されたのか 

今回公表された「海溝沿い地
震」の被害想定では、これまで北海
道が想定していた発生頻度が数十
年～百数十年に一度の Level-1（以
下、L1）相当の個別地震に比較し
かなり大きな被害が想定された。
その理由は、発生頻度が極めて低
いものの最大規模の津波発生を引
き起こす Level-2（以下、L2）地震
に相当する「海溝沿い地震」の外力
が現状の防御力を大きく上回ったこ
とによるが、それ以上の規模の災害が想定される可能性があることを、「見逃されている視点」と
して指摘しておく（図 3）。地球温暖化に伴う気象災害とのハザード複合化が自然環境外力をより
増大させ、少子高齢化等に伴う要救助者に対する救助者の減少や地方のインフラ劣化等の社会構
造変化が社会の防御力の脆弱さを加速させる可能性を見逃してはいけない。 

 
(2) 被害想定が市町村防災対策に活かされているか 

 被害想定結果を対策に活かすた
めには、1）被害想定は市町村が必
要とする情報を提供している、2）
市町村は被害想定の情報の活用法
を理解している、という 2 つの条
件を満たす必要がある（図 4）。上
記 1)の点については、次の問題点
を指摘できる。被害想定は、建物被
害については構造 4 区分｛無被害/
一部破損/半壊/全壊｝で、また人的
被害については傷度 4区分｛無傷/軽傷/重傷/死亡｝としているが、災害時に市町村が必要とする
情報は、建物については罹災証明 6 区分｛無被害/一部損壊/準半壊/半壊/大規模半壊/全壊｝であ
り、人的被害については医療に必要な症度 8 区分｛無症状/微症/軽症/中等症/重症/重篤/瀕死/死
亡｝であり（図 4）、提供側と利用側で一致していないことが指摘できる。近年、被害評価関数の
定義尺度の研究が報告されているが[岡田・中嶋(2018)2)]、未だ旧来の方法が全国的には標準であ
る。旧来の方法による想定被害を具体的減災対策並びに発災時における対応プロトコルに落とし
込む方法は限られる。これが上記問題点 2)として、市町村の対策に具体案として挙がってこない

図 3 なぜ巨大災害が想定されたのか 

図 4 被害想定が防災対策に活かされているか 



 
理由であろう。なお、北海道は新尺度による評価を実施している。 
 

(3) 防災対策はどうあるべきか 

国交省による想定被害の規模別
の対策方針は、L1 については防潮
堤等のハードによる海岸保全施設
の整備をメインとした対策により
「住民の生命及び住民財産の保護」
を目標とし、L2 については避難を
軸とした総合的対策により「住民の
生命を護る」ことを目標とすること
となっている（図 5）。 
「海溝沿い地震」被害想定でも、

早期避難を開始することにより死者を半
減できることがシミュレーションされている。しかし、避難は高齢者等の要介護者にとりかなり
難しい行為であることに気づくべきである。健常者であっても病床時や冬季暴風雪時においては
避難行為自体がかなり危険を伴う。避難重視の対策は、避難路や避難施設を整備したとしても、
事前に住民自身が避難成功の条件を理解し、発災時には住民自身が情報を取得した上で避難の意
思決定を行い、避難行動を実行しなければ対策の効果は全くないことを理解すべきである。「一人
も取り残さない」ことが SDGs の基本精神であるなら、避難することで取り残さない目標が達成
可能な対策は、弱者を置き去りにす
る可能性が残されており最終ゴー
ルとすべきではないと思うが、どう
であろうか。 
国交省が示す津波防災地域づく

りのイメージを、対策の時間スケー
ルで整理してみた（図 6）。対策には
スピード感を持ってすべきこと、じ
っくりと理想に向かって進むべき
ことなど、持ち時間に合わせて短期
/中期/長期対策と計画のオプションを用
意すべきであり（図 7）、これは専門家の役割である。 
公共施策のオプションの提示から選択・決定・実行に至る流れを図 8 に示す。それぞれの役割

を担うのは、対策オプション（選択肢）の提示は専門家であり、選択権は住民にあり社会の空気
を作り出す。対策の決定権は政治（行政）にあるが、社会の空気を読み解いての決定でなくては
ならない。そして対策実行は経済が動かす。これが社会学でいう民主的プロセスである。よって、
対策オプションの最終ゴールを何処に設定するかは住民の意思が反映されるべきである。先に避

図 5 防災対策はどうあるべきか 

図 6 津波防災の地域づくりのイメージ 



 
難重視対策は SDGsの精神に反する
のではとの意見を専門家の立場
から表明したが、地域のまちづく
りに関わる意思決定問題である
ので、対策オプションの選択結果
としての最終ゴールはあくまで
も市民に委ねられるべきである。
選択権を正しく履行してもらう
ために、専門家はオプションにつ
いて説明責任を負っている。そし
て重要なのは、市民の選択権と行
政の決定権との間に乖離がない
ことである。決定権を持つ行政
は住民の意思をすくい取るため
に住民説明と計画修正を繰り返
す必要がある。住民は地域の安
全・将来に残すべきまちの姿に
責任を持って意思表明しなけれ
ばならない。これが民主主義の
原則であり、市民は地域の防災
対策に積極的に参加する権利が
あり、次世代への義務を負ってい
る。 

 
(4) 北海道の切迫した課題はなにか 

 最後に、北海道の課題について整理する（図 9）。この想定地震では北海道太平洋沿岸の市町村
にはかなり早い段階で津波襲来の恐れがある。避難に影響する浸水深20cmに達する予測時間は、
地震発生後、5～20 分程度と見積も
られている。現状では早期避難が
重要な対策に位置づけられてい
る。住民の避難意志に期待するの
みならず、津波襲来情報をできる
だけ早く地域住民に届けるための
工夫も必要となってくる。 
 寒冷地特有の低体温症によるリ
スク回避も重要である。津波によ
り体が濡れることも危険であるが、
避難により発汗し下着が濡れて体温が

図 7 議論して欲しい対策オプション 

図 9 北海道の切迫した課題はなにか 

図 8 提案→選択→決定→実行の流れ 



 
奪われることにも注意が必要である。北海道は夏季といえども夜間の冷え込みにより低体温症を
発症する恐れがある。 
 北海道は大量輸送手段としての鉄道網に加え高規格道路網の整備も遅れており、地域産業の停
滞の一因ともなっている。発災時にはこれが復旧の遅れにも直結する恐れがある。 
 
4. おわりに 

 パネルディスカッションでは、北海道の切迫した課題を中心にパネリストから話題を提供して
頂き、活発な討論を期待する。 
 北海道は、日本の将来の食糧・エネルギー・産業育成の場を担うポテンシャルを持っている。
パネルディスカッションで提示される被害想定を見据えた数々の対策オプションは、当該地域の
魅力あるポテンシャルを安全の視野から担保するものであり、他の研究領域に対してはさらなる
魅力を付加し北海道を活性化するための問題提起になると考える。北海道そして地域を護ること
は日本の将来を護ることに繋がる。 
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釧路市で想定される津波浸水 

 
北海道⼤学⼤学院理学研究院教授 ⾕岡勇市郎 

 
北海道の太平洋沿岸では過去に⼤きな津波を経験してきました。2011 年東北地⽅太平洋沖巨⼤

地震の際には北海道にも津波が来襲し、太平洋沿岸の多くの港は災害を被りました。釧路市にも
2ｍ程度の津波が来襲し釧路川沿いのフィッシャーマンズワーフ MOO が浸⽔しました。また、さ
らに遡ると 2003 年⼗勝沖巨⼤地震の際に発⽣した津波でもこのＭＯＯは浸⽔しました。その⼗
勝沖地震の１つ前の繰り返し巨⼤地震と⾔われている 1952 年⼗勝沖巨⼤地震の際に発⽣した津
波はさらに⼤きく厚岸で 7ｍに達したとされています。歴史的に知られている津波はこの程度だ
と⾔われています。それより以前になるとアイヌの伝承で春採湖まで津波が達したと思われるも
のがあるようですが定かではありません。 
 そこで北海道太平洋沿岸で発⽣する巨⼤地震・⼤津波の想定としては地質学的証拠に頼ること
になります。その⼀つが津波堆積物調査結果になります。幸いにも北海道の太平洋沿岸では海岸
やその周辺域が⾃然のまま保護された状態の場所が多く、本州の沿岸に⽐べて地質学的証拠が保
存され易いと⾔えます。そのため、以前から国や⼤学の津波堆積物調査研究により多くの⼤津波
の証拠が発⾒されてきました。それらの調査結果を利⽤して断層モデルを推定すると 17 世紀前半
に M8.8 程度の巨⼤地震が発⽣し、その地震により⼤津波が発⽣したとされました（Ioki and 
Tanioka, 2016、図１）。 
 これら津波堆積物調査は 17 世紀前半に発⽣したとされる巨⼤地震だけでなく、過去 6000 年程
度までさかのぼって調査されています。しかし津波堆積物調査は地質学的調査であるため、その 

 
図１ 17 世紀前半に北海道太平洋沖で発生した巨大地震の断層モデル（左）及び、その地震に

より発生した津波による生花苗沼での津波浸水結果と津波堆積物調査結果の比較（右） 



 
イベントの発生時（年・月・日）は明確には決定できません。そのため、違う場所で見つかった津
波堆積物が同じ地震によるものなのかも明確には分かりません。同時期の津波堆積物は同じ巨大
地震によると仮定しているに過ぎません。しかし、津波堆積物が発見された場所まで過去に浸水
していた事は事実です。そのため、津波浸水想定は過去 6000 年程度に津波により浸水した場所を
再現した最大の津波浸水域だと言えます。 
 釧路市の最大津波浸水想定もそのような考え方で作成されています。将来発生すると考えられ
る次の巨大地震の断層モデルを決定論的に予測する事は現時点の地震学研究では難しい状況です。
そのため、それにより発生する最大津波を想定することも決定論的には現時点では出来ません。
地震学の今後の研究の進展に期待したい所です。 
 国の地震調査推進本部は北海道太平洋沖で M9 クラスの超巨大地震が今後 30 年間に発生する
確率を 7－40％と見積もっています。南海トラフの巨大地震等に比べると幅のある見積になって
います。この幅のある値は津波堆積物調査によるイベントの発生時期が曖昧であることに原因が
あります。超巨大地震は必ず来ることは確かですが、それがいつになるかは分からないと考える
のが正しいでしょう。このように発生時期が曖昧な超巨大地震に対する防災は特に持続可能な対
策が必要であると考えます。 



 
GIS で考える津波避難 

 
北海道大学大学院文学研究院教授 橋本雄一 

１． GISと防災 
GIS（Geographical Information System：地理情報システム）は，コンピュータ上で空間データ

と属性データを統合してデータベースを構築し，それを検索・分析・表示（可視化）できるよう
にしたシステムである。この GISは，ハードウェアおよびソフトウェアの進歩や，インターネッ
トの普及により，社会の様々な分野で活用されるようになった。 
 日本で，GIS および地理空間情報の社会的重要性が広く認識される契機となったのは，1995 年
1 月 17 日の阪神淡路大震災である。この時には情報収集や集約が十分に行えず，情報不足の状態
で政府，官庁，地元行政機関，防災関連機関などが災害時支援を行わなければならなかったため，
今後の災害対応のために地理空間情報の整備に関する要望が社会的に高まった。そこで，1990 年
代後半から日本では地理空間情報および GIS に関する国家計画が進められた。2007 年に施行さ
れた地理空間情報活用推進基本法と 2008 年に閣議決定された地理空間情報活用推進基本計画（第
1 期）では地理空間情報高度活用社会に向けた施策が説明され，2012 年策定の第２期計画から現
在の第 4期計画まで災害対応が重要施策とされている。 

 
２．GISでみる津波浸水想定 

GIS を用いて災害関係のデータをみると様々なことが見えてくる。北海道太平洋沿岸の津波浸
水想定データには，2012 年に公表されたデータ（H24 想定データ）と，2021 年に公表されたデ
ータ（R3 想定データ）であり，いずれも GIS で扱えるデータとして北海道ウェブサイトからダウ
ンロードできる。 
これらデータを GIS で地図化すると，津波浸水想定面積に関する両想定の違いを良く理解する

ことができる。北海道太平洋沿岸の浸水想定域面積は，R3 想定では約 9 万 2 千ヘクタールであ
り，H24 想定の 90.84％ほどになっている。また，市町村別にみると太平洋岸東部の市町村では
浸水想定域が狭まり，西部の市町村で広くなっていることを確認できる（図 1）。特に，H24 想定
で最も大きかった釧路市の浸水想定面積が R3 想定では減少し，苫小牧市の 1 万ヘクタールと最
大となっている。このように津波浸水想定に関して空間的な検討を行うために GISは必須となっ
ている。  

 
３．高校「地理総合」で始まる GISと防災教育 
2022年度から高校では「地理総合」が必修科目となった（図 2）。この「地理総合」では，現代

社会の諸課題を背景として，持続可能な社会づくりに必須となる課題解決力を育むことが目標と

されており，「地図や地理情報システムで捉える現代世界」，「国際理解と国際協力」，「持続可能な

地域づくりと私たち」の 3 つが大きな柱になっている。このうち「地図や地理情報システムと現

代世界」では GIS を活用して現代社会の諸課題に取り組む方法を学ぶ。また，「持続可能な地域づ

くりと私たち」では自然災害への備えや対応を考える力を養う。 
自然災害への備えや対応に関する知識を学んだ後は，学校，自宅，通学路など身近な地域での

防災を考える教育が重要である。そのために身近な地域に関する教材を準備する「教材の現地化」



 
が大切であり，これを行うためにはミクロスケールの地図に各種情報を重ね合わせることができ

る GISは有効なツールとなる（図 3）。「地理総合」では，GISを活用して自然災害への備えや対応

に関する学習機会を設けることが教育効果を高めると思われる。 

高校の学習ではコンピテンシー(competency)が重視されるようになり「何を知っているか」か
ら「何ができるようになるか」への転換が図られようとしている。これに対応して「地理総合」
では知識活用や課題解決の力を修得させることが重要となっている。この機会を利用して，高校
だけでなく社会全体で防災リテラシーや情報リテラシーなどを向上させることが重要と思われる。 

 
 

 
図 1 北海道太平洋沿岸における津波浸水想定 

北海道津波浸水 GISデータにより作成。 



 
 

  

 
図２ 高校「地理総合」の構成 

文部科学省資料により作成。 

 

ａ）GPS を用いた集団避難実験 

 
ｂ）GPS を用いた避難路障害探査 

 
ｃ）VRを用いた冬季避難実験 

 
図３ GISを援用した防災教材 



 
海溝型地震における土砂災害への対応 

 
北海道大学広域複合災害研究センター特任教授 山口真司 

 
１． 地震による土砂災害 

近年、わが国では自然災害が多く発生し、土砂災害が全国各地で発生している。地震によるも
のとしては、平成 30 年北海道胆振東部地震、平成 28 年熊本地震、平成 23年東日本大震災、平
成 20年岩手・宮城内陸地震等、数年ごとに大規模な土砂災害が発生している。発生する土砂災
害の種類も、土石流、地すべり、斜面崩壊、深層崩壊、大規模崩壊による河道閉塞等の複数の現
象が見られ、地震時に広域にわたり多数発生している。こうした現象は、震度 5強以上で顕著に
見られており、昭和 59年に発生した長野県西部地震（M＝6.8、最大震度 6）では、御岳山南山
麓で大規模崩壊が土石流となって 3.5 ㎞流下しており、崩壊斜面から離れた場所でも被害が発生
している１）。 

 地震による土砂災害の大きな特徴としては、無降雨でも発生すること、その後の降雨等により
2 次災害が発生する危険性があること、であろう。すなわち、降雨による崩壊や土砂流出と異な
り突発的に発生するため避難が困難であること、斜面の緩みの可能性から地震後も一定期間は通
常時より低いレベルで警戒避難を行う必要があること、である。前者については、平成 30 年北
海道胆振東部地震における死者 42名のうち 36 名が厚真町での土砂災害によるものであり、避難
の困難さが想像できる２）。後者については、震度 5 強以上を観測した市町村単位に土砂災害警戒
情発表基準を暫定的に引き下げて運用し、通常より少ない降雨での避難を呼び掛けており、地震
後一定期間の警戒の必要性を示している。 

 
図-1 平成 30 年北海道胆振東部地震による土砂災害 ３） 

 

２．海溝型地震による土砂災害 

 海溝型地震による土砂災害については、個々の地震による土砂災害に関する研究は見られるも
のの、全体を俯瞰してみるような研究は見られなかった。東日本大震災後、（公社）砂防学会は
災害調査を行い、地震による土砂災害について報告書をとりまとめている。その中で、既往の４
つの海溝型地震（宝永地震（1707、M=8.6）、安政東海・南海地震（1854、いずれも M=8.4）、関



 
東大震災（1923、M=7.9）、東日本大震災（2011、M=9.0）を踏まえ、海溝型地震による斜面崩壊
発生地域の想定検討結果をまとめている４）。これによると、各地震の斜面崩壊位置と震源断層領
域の距離を分析したところ、斜面崩壊は震源領域から水平距離 30km 以内で 50%以上、水平距離
160km以内で 90%以上発生している。また、地形・地質的特徴を考察するため、４つの地震の斜
面崩壊位置と地すべり移動体面積率図を重ねると、震源断層領域から距離が離れるほど、地すべ
り面積率の高い地域（地すべりが発生しやすい地質）で斜面崩壊が発生する確率が高くなってい
る。これらの結果を踏まえ日本全域における海溝型地震における斜面崩壊発生危険地域（以下
「危険地域」という）として示されているものを図-2 に示す。これを見ると、北海道北部や北陸
地方西部、中国地方北部や九州西部を除き、ほぼ全域で斜面崩壊の発生する危険性があることを
示しており、海溝型地震による土砂災害への対応方策は、各地域の状況を踏まえながら日本全域
で検討していくべき課題であることを示していると言える。                

 
図-2 海溝型地震による斜面崩壊発生危険地域 (4 地震最大距離) ４） 

 

３．北海道における海溝型地震による土砂災害への対応 

 今回の千島海溝・日本海溝沿いの巨大地震に対する被害想定は、国が示した想定手順に沿って
行われているが、土砂災害については、急傾斜地崩壊（いわゆるがけ崩れ）によるものだけであ
り、既往の海溝型地震で発生している土石流や地すべり等は含まれていない。これは、既往の地
震による災害事例は急傾斜地崩壊によるものが多いためであろうと考えられる。しかし、前述し
たように示された危険地域では斜面崩壊する可能性があり、実際に土石流や地すべり等の斜面崩
壊に伴う土砂移動現象が発生している。したがって、現状では、この危険地域内に位置する、土
砂災害防止法に基づく基礎調査結果公表箇所ベースで行い、指定がほぼ完了した土砂災害警戒区
域単位で行うべきであろう。これらの箇所は、降雨による土砂災害警戒情報が発表された時は、
警戒避難することとされているため、地震時による崩壊時の警戒避難を行う単位として現実的で
あるからである。 
 避難にあたっては、避難路の状態に留意することが必要である。すなわち、避難路が斜面下に
ある場合、その斜面が崩壊して通行ができない、あるいは危険、ということが考えられるためで
ある。また、その後の余震により落石や斜面崩壊した、という事例もある。また、北海道では厳



 
冬期における避難も想定されるため、積雪時や融雪時の雪崩の危険性や路面の凍結もあるため、
できるだけ、斜面下の避難路は避けて避難することが望まれる。こうした危険性については、日
常からの避難訓練時に確認しておくことが肝要である。この観点は、津波からの避難時において
も同様である。 
一方、避難所への避難が困難な場合では、可能なら、土砂災害警戒区域外の近くの知人宅等へ

の避難も対応方法として考えられる。また、自宅等から出られない場合や屋外への避難が危険で
ある場合には、土砂災害警戒情報が発令される恐れがある降雨の時や、地震後しばらくは余震の
危険性もあることから、斜面側から反対の部屋（できれば２階以上）に移動することも考えられ
る。いずれも、「土砂が流れてくる方向からできるだけ遠ざかる」ことが大事である。 
こうした警戒避難は、地震発生後一定期間は継続する必要があるが、特に、本震後しばらくの

間は、注意が必要である。例えば、海溝型地震である関東大震災では、地震発生（1923年 9 月
1 日）から 2週間後の 9月 15 日からの大雨により、神奈川県伊勢原町（現：伊勢原市）大山町
は人家 140 戸を流出する大規模な土石流が発生したが、この土石流による死者は 1名であった。
これは、関東大震災により町の上流にある大山に無数の地割れ等が発生し、この大雨により土石
流が発生したものであるが、地元の巡査がこうした山の異変に気付き、町民に警戒を呼びかけた
ところ、15 日の大雨時に山に偵察に向かい土石流が発生しそうなことを発見し、と避難命令を
出して町内を回ったため、と記録されている５）。現在は、一定規模の地震発生後に、行政による
土砂災害危険箇所震後点検が行われ、斜面の状況の確認を行い、状況に応じて避難の呼びかけ
や、緊急・応急対応が実施されるが、こうした点検が終わるまでは、特に注意が必要である。 
今後、各地区での具体的な警戒避難が検討されていくと思われるが、残念ながら、地震による

斜面崩壊量や崩壊した土砂の到達範囲の研究についてはまだ途上である。精度向上を含め、より
適切な警戒避難とするため、研究を加速させていくことも不可欠である。 
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寒冷期災害において命を護り健康を保つための課題 

 

日本赤十字北海道看護大学教授 根本昌宏 

 

〇寒冷期災害で想定される課題 

地震・津波の発生は季節を選ばない。厳冬期に発災した阪神・淡路大震災では、避難所内の寒
さが問題となり、屋外の焚火で暖を取る姿が至る所で見られた。冷え切った避難所環境の問題が
表出し、冬期特有の感染症であるインフルエンザの蔓延が確認された。東北の初春、3月 11日
に発災した東日本大震災は、当日が雪模様、翌日以降数日間は氷点下まで気温が下がった。津波
で失われた命の中には低体温死が多数含まれていたとされるが、確定されたものは限定的であ
る。 
釧路地域は 11 月から 4月まで最低気温は氷点下で推移する。まず、第一に大切なことは、南

海トラフ地震などのように「逃げる」の言葉の前に、「濡れずに」の言葉が必要だということで
ある。衣服の濡れは、乾燥した状態の約 4倍の冷却効果を示す。外気温が氷点下の場合には短時
間に低体温症を引き起こす可能性がある。さらに、釧路地域の海水の表面温は 1 年の 9 か月以上
が 15℃以下であり、2 月は 2℃まで下がる。冷蔵庫内よりも冷たい水が津波として押し寄せるこ
とを想定内とし、濡れない避難をどのように実現するか、濡れてしまった場合にどうすればよい
かを学ぶ必要がある。 
津波から逃れ、緊急指定避難場所・避難所にたどり着いたとしても、着の身着のままの軽装で

は、短時間滞在しただけでも低体温症の発症から死に至る可能性がある。低体温症を引き起こす
要因として、我々は気温よりも床面温を重視している。空気は伝導が低く、防寒着や毛布をまと
っていればある程度保温することができる。しかし就寝の土台となる床面は、雑魚寝状態で座
る、もしくはそこで寝ることになると床面とカラダが密着する。床面が 15℃あっても体表面に
厳しい冷たさが伝わり、体温は床面に奪われることとなり、それが低体温症の誘因となる。寒冷
期はいかに床から体を離すかが問われる。さらに、避難所として指定されている小中学校や公民
館などの公共施設の暖房設備は電気がなければ動かない。元々宿泊施設ではなく運動施設である
体育館は最低限の暖房設備しか整備されておらず、生活空間として必要な熱量はないところが多
い。我々は胆振東部地震を体感している。「停電」と「寒さ」が重なっただけで、厳しい状況に
なることは容易に想像することができる。 
津波想定地域内だけでなく、その他の地域においても準備を進めることが必要である。千島海

溝巨大地震・津波が発災した際には、津波浸水地域に居住する多くの方々を避難所に迎え入れな
ければならない。満員となる避難所が出現することは熊本地震や東日本大震災でも明らかであ
る。よって、自宅が無事で、津波被災想定がない場合には新型コロナウイルス感染症下で標準的
な言葉となった「分散避難」を実現することが求められる。しかし停電・断水・下水道断・ガス
断の状況において在宅避難を実現することは容易なことではない。公助でできることはわずか
で、自助・共助の力が必要であり、これには様々な場面での学習、練習、点検が必要となろう。 
このように、「寒冷」の時期に災害が発生しただけで、我々は多大な困難に見舞われる。寒冷

期の長い北海道においては、本州型の「防災＝避難訓練・バケツリレー」ではなく、「防災＝寒



 
さ対応訓練」が求められる。避難するまでの避難⾏動で起こる問題、避難後の⽣活で起こる問
題、地⾯が凍結している中で建設が予定される仮設住宅の問題、それにつづく復興。冬期間は温
暖期とは全く異なる困難な事項が想定される。 

 

〇医療機関の維持と災害関連疾患を予防するための課題 

地震・津波発⽣時にはたくさんの⽅がケガをし、命の危機に瀕し、様々な疾患に⾒舞われる。
そこで懸念されることが発災後の医療機関の機能停⽌である。釧路地域は津波想定地域内に多数
の医療機関が存⽴する。病院にはたくさんの⽅が⼊院しており、その⽅々の命を護ることはもち
ろんのこと、転院するとなれば容易な事ではない。その上で、災害で傷ついた⽅々を受け⼊れ、
救援することも求められる。病院が稼働することで地域のたくさんの命が守られることは東⽇本
⼤震災の⽯巻市の例でも明らかである（YouTube で公開されている⽯巻⾚⼗字病院の初動を視
聴していただきたい）。しかし、⼀つひとつの病院・医院は医療制度の中で難しい経営を強いら
れており、地震・津波対策を⾏うことが厳しい。津波想定地域だからこそ、医療機関の地震・津
波に対する BCP に対し、外部からの⽀援の拡充が求められとともに、医療施設との訓練を実施
していただきたい。 

本州からの⽀援が⼊りづらいことも北海道の災害対応の難しさである。災害時には DMAT, 
DPAT, DHEAT, DWAT を基軸とする保健医療福祉調整本部が稼働する。これらの外部⽀援組
織が動くことで健康を保ち、命を護ることにもつながる。しかし、北海道は本州とは異なり陸続
きではないことから到着まで多くの時間を要する。⾏政は最⼤の受援能⼒を⾼めておくととも
に、住⺠は⾃らできることを増やす。避難⾏動と同様、避難⽣活において発症し得る災害関連疾
患として、どのようなことが想定され、どのようなことを練習しておくことが必要か、様々な場
⾯で学ぶ必要がある。 

 

〇命を護り、健康を保つために 

平成から令和にかけて起きた⼤災害を通し、我々は数多くのことを学び、エビデンスとして蓄
積した。有事となった際、対応策をにわかに急造することは対処が後⼿後⼿に回り混乱を招く。
これは公助だけでなく⾃助においても同様である。 

事前に起こり得ることを想像し、想定し、実災害では想定外となることも踏まえつつ訓練を重
ねることで、有事の混乱を軽減できる。建造物や仕組み等は可能な限り普段使いできるものを増
やすことで実際に使えるものとなる。「津波」「寒冷」「停電」の三要素に対し、⼀⼈ひとりが出
来ることを増やし、気を配り、命を護り健康を保つ仕組みを醸成することが求められる。 



 
冬季を想定した避難と避難所運営（DIG と HUG の活用） 

                           
釧路工業高等専門学校名誉教授・釧路工業技術センター長 草苅敏夫 

 
防災活動の中で一般に行われているのが避難訓練ですが、実施する時期は寒くない時期がほと

んどです。北海道のような積雪寒冷地では、冬季に地震や津波が発生した場合には避難や避難所
の運営が夏季に比べて難しくなることが以前から指摘されていますが、なかなか冬季における避
難訓練等は実施されないのが現状です。 
実際に避難行動や避難所運営を行わなくても地図や図面、カードを使用して疑似体験できるも

のとして、DIG と HUG をあげることができます。東日本大震災では地震発生前に HUＧを実施
していたことから、スムーズに避難所を運営出来たという事例も多数報告されており、学習して
おくことで役に立つものと思われます。 

DIGは、Disaster(災害)、Imagination（想像力）、Game（ゲーム）の頭文字を取って命名し
たものです。自分の住む町や地域の地図を使用し、地域に及ぼす災害を理解したうえで、医療施
設や公共施設、避難施設等の建物、避難所までの道順やその経路上に潜む危険性、避難所到着ま
での所要時間、支援が必要な方の情報などについて地図上に記入していくことにより地域の情報
を共通認識することが可能となります。 

DIGの効果として、一般に次の 
３つが考えられます。 
① 災害を知る 
② 町を知る 
③ 人を知る 

  
 ①は、地域においてどのような 
災害が発生する可能性があるかを 
知ることです。 
 一般にはハザードマップと呼ばれる防災地図で確認が可能です。地震や津波、洪水といったハ
ザードの種類に対応して、影響範囲や程度、避難場所等が示されています。 
 ➁は、自分の住んでいる町や地域がどのように構成されているかを知ることです。自分の家の
周囲を確認し、危険となるものがないかどうか、どこに避難するか、避難する場合の経路に危険
となるものがないかどうかを確認します。特に冬季において重要となるのが、想定した避難経路
の凍結などの路面状況や積雪状況です。 
③は、共助に結び付くものです。「近所で支援が必要な人はだれか」、「頼りになりそうな人はだ

れか」などを知っておくことが大切です。そのためには、事前に、名簿等を作成しておくことが
必要となります。 

 
HUGは、Hinanzyo（避難所） Ｕnei（運営） Ｇame(ゲーム)の頭文字を取って命名したも

のです。HUGは「抱きしめる」という意味もあります。 



 
 大規模な災害が発生した場合には、自治体職員の方々は、情報収集や災害対応などの業務に追
われ、地域住民の避難誘導や避難所運営に手が回らないことが予想されます。 
 このような時には、避難所の開設から運営に至るまで住民が主体となって動く必要がありま
す。特に冬季の被災時には、避難所の開設や運営において様々な困難が予想されますので、
HUGを通じて事前に疑似体験しておくことが有効です。 
 HUG は静岡県で開発されたものであり、避難者が抱えている様々な事情を書いた避難者カー
ドを避難所の体育館や教室に適切に配置していくことにより、避難所の運営を疑似体験できま
す。また、情報提供カードやイベントカードがあり、そこに書かれている内容に対して臨機応変
な対応が求められます。 
 北海道では、寒冷地の特性を考慮した HUG 北海道版（Doはぐ）が平成 28 年（2016 年）に
作成され、道内各自治体などで活用されています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
積雪寒冷地おける冬季の避難や避難所生活の問題は以前から指摘されていましたが、避難所運

営に関して平成 19 年(2007 年)に静岡県でＨＵＧが開発されたのをきっかけとして 
道内では、平成 23 年（2011 年）に北海道 HUG 研究会＊が組織され、厳冬期被災を考慮した寒
冷地版避難所運営ゲームの開発と実践に取り組みました。 

 その時に留意した事項は、① 実際に避難所となる施設で実施（平面図、配置図等） 

② 女性の参加、③ 地域の危険性把握（ハザードマップ、揺れマップ等）、④ 施設の状況把
握（耐震性、部屋割り、暖房、備蓄物資等）、⑤ 地域の状況把握（施設にどのような人が避難
してくるかイメージ）、⑥ 気象データと避難所の環境データの例示、⑦ 避難所開設準備（入
口、受付の場所・方法、隔離部屋、大部屋の通路割、暖房機の配置等） 

⑧ 寒冷地カード（風邪・低体温症の避難者増、ストーブの燃料が切れそう、ストーブから遠い
人からのクレーム、毛布が足りない等）、⑨ 避難所使用のルール作成（運営方針、暖房、食
事、トイレ、ペット等）、⑩ 各グループからの振り返りと講評、といったことでした。 
 
 

イベントカード 
教室 

教室 
通路の確保 

暖房機の場所 

避難者カード 情報提供カード 



 
寒冷地版 HUGの今後の実施にあたって考える必要があると思われるものとして 
1．全道一律ではなく、地域の実情を踏まえた寒冷地版 HUGの開発と実施 
2．最新の知見や事例を参考にカードの見直し 
3．地域の HUG（防災）に携わる人材の育成 
4．実施は、自治体職員だけでなく、地域の方々や避難施設を管理運営される方々と一 

緒に 
5．冬期の避難所訓練と HUGをセットで実施 
6．避難所に出入りする関係者等（福祉、医療、食事、ボランティア）との協議 
 
などがあげられます。 
 
自宅から避難所への移動、避難所の運営を事前に疑似体験することにより、必要な対策 

 が見えてくると思います。 
 
 
            ＊北海道 HUG 研究会（当時の所属で記載） 

                          森 太郎（北海道大学大学院工学研究院）           

                 定池祐季（北海道大学大学院理学研究院付属地震火山センター） 

                 草苅敏夫（釧路工業高等専門学校） 

                 南 慎一（北方建築総合研究所） 

               竹内真一（北方建築総合研究所） 



 

 
  



 

 
  



 

 
  



 

 



 
道民みんなで取り組む災害に強い北海道 

 

北海道総務部危機対策課防災教育担当課⻑ ⼤⻄章⽂ 

 

１ ⽇本海溝・千島海溝沿いの巨⼤地震の被害想定 〜留意していただきたい事項〜 

  

 

 

 

 

 

 

（１）被害想定の目的 

   日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震が発生した際に想定される、具体的な被害を算定して、被

害の規模等を明らかにすることにより、防災対策の必要性を道民に周知することや市町村が個別

に地域における防災対策を立案し施策の推進に活用することを目的とします。 

（２）被害想定の性格 

  対策を講じれば被害量は減じることができ、被害想定を踏まえ、巨大地震・津波が発生した際

に起こりうる事象を冷静に受け止め「正しく恐れる」ことが重要であり、行政のみならず、施設管理

者、企業、地域及び個人が対応できるよう備えることが必要です。 

（３）被害想定への今後の対応 

 最大クラスの津波に対しては、住民等の避難を軸に、土地利用、避難施設及び防災施設な

どを組み合わせて、とりうる手段を尽くした総合的な津波対策の確立が必要であるとされて

います。 

 想定される最大クラスの地震・津波による被害想定結果を目の当たりにして、ともすれば、不

安感を募らせ、これまでの防災対策が無意味であるかのような風潮が出てくる可能性もある

が、ハザードマップや避難計画の見直し、防災訓練や防災教育などの防災対策を継続して

実施するなど、しっかりとした対策を講じれば想定される被害が減少することは明らかであり、

ソフト・ハード対策を総動員して地震・津波対策を推進することが必要です。 

 さらに、道民一人ひとりが、今回の被害想定に悲観することなく、 

① 強い揺れや弱くても長い揺れがあったら迅速かつ主体的に避難する 

② 強い揺れに備えて建物の耐震診断・耐震補強を行うとともに、家具の固定を進める 

③ 初期消火に全力をあげる 

等の取組を実施することにより、一人でも犠牲者を減らす取組の実施が求められます。 

 今回想定する地震・津波は最大クラスのものであり、広域にわたり甚大な被害が想定される

が、厳しいものであるからといって、住民が避難をはじめから諦めることは、最も避けなけれ

ばならず、また、防災対策の効果も併せて伝えることによって、いたずらに住民の不安を煽

ることが無いように配慮することが大切です。 

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の領域 
日本海溝及び千島海溝でＭ９クラスが発生した場合、北海

道から千葉県にかけての広い範囲（太平洋沿岸部）で３ｍ以

上の津波が発生し、最悪の場合※、本道では約 149,000 人

の死者が発生すると推計（道による想定）されています。 

※冬の夕方に日本海溝沿いで M9 の地震が発生。住民の避難意識が低い場合。 

最大となるケース 日本海溝モデル 千島海溝モデル 

死者数（冬・夕方） 約 149,000 人 約 106,000 人 



 

２ 北海道における防災教育や防災訓練の推進 

「道民みんなで取り組む災害に強い北海道」の実現のために、幅広い各層に防災教育が浸透

し、自助・共助・公助の連携する社会を構築し、関連機関と日頃から連携協働を広め強めていく

ことにより、災害に強い地域社会をめざす防災教育の大きな潮流をつくるとともに、次の世代の

命を守るために、培われた豊富な経験や知恵を確実に伝え、一人ひとりが災害に正しく向き合い

行動できるように、継続的な防災教育に取り組んでいくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 防災教育情報の共有・発信  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(２) 防災訓練の実施 

 

   

  

 

ほっかいどう防災教育協働ネットワーク 

北海道内のさまざまな防災教育に関する情報をポータルサイトや

SNS で発信しています。 

・ ポータルサイト「ほっかいどうの防災教育」 

 http://kyouiku.bousai-hokkaido.jp 

・ ほっかいどうの防災教育 Facebook  

@Hokkaido.bousaikyouiku 

 ・ ＹｏｕＴｕｂｅ動画配信 

  チャンネル「北海道総務部危機対策局危機対策課」 

津波避難動画、北海道避難所運営ゲーム(Doはぐ)進行動画、

ほっかいどうの防災教育「Do Bow Sai」など動画を公開 

 

「道民みんなで取り組

む災害に強い北海道」 

どぅ－ ぼうさい 

津波避難 
動画配信 

 道、市町村、防災関係機関、民間事業者、住民等の参加を得て 

地域や学校等でさまざまな防災訓練を実施しています。 

・ 巨大地震に伴う津波の発生を想定した住民避難訓練 

・ 厳冬期における自然災害による大規模停電を想定した訓練 

・ 新型コロナウイルス感染症の対策を講じた避難所運営訓練 

・ 北海道教育庁と連携した「１日防災学校」における訓練 

・ 地震を想定した防災訓練「北海道シェイクアウト」    など 



 
巨大地震における情報収集と伝達の課題 

～新聞の役割について～ 
 

読売新聞北海道支社編集部次長 伊藤剛 
 
■災害時の主要なメディア 

総務省の平成２４年版情報通信白書によると、東日本大震災発生後の１週間で、欲しい情
報が得られたかについて情報源別に見ると、「テレビ」「ニュースサイト」「新聞」の順で欲し
い情報が得られたという比率が高かった。そして、「家族・友人・知人からのメールや電話」
「ラジオ」が続いた。また、利用した人だけを母数にすると、「テレビ」「ニュースサイト」
「新聞」はほぼ同じ比率だった。新聞社が発信する情報は、インターネットを経由し、電子
版やニュースサイト、ＳＮＳなど様々なメディアを通じて提供され、近年は速報にも力を入
れている。また、読売新聞では「防災ニッポン」（https://www.bosai.yomiuri.co.jp/）という
専門サイトを通じて、地震を含む有益な防災情報を提供している。 
 
■伝達手段の多様化と新聞の役割 

ＳＮＳなど誰もが発信できる伝達手段が増え、災害に関する情報が即時かつ大量に流れる
ようになった。タイムラグ（時間差）が少なく、生の情報が手に入ることは、避難などの情
報収集に役立つ可能性がある反面、出所の分からない不確実な情報に振り回され、被災者が
むしろ混乱する可能性もある。大量の情報に紛れ込むデマの真偽を見極めることも難しくな
っている。今年９月には、台風１５号による静岡市の水害を巡り、画像生成ＡＩ（人工知
能）で作成された画像付きのフェイクニュースが出回り、問題となった。メディアが多様化
する中で、信頼性・正確性を担保する新聞の役割は大きい。日本新聞協会広告委員会の「２
０２１年新聞オーディエンス調査」結果によると、新聞の正確さと信頼性は、全メディアで
最も高い評価を得たとしている。 
※新聞オーディエンス＝新聞本紙の購読者を含め、何らかの方法で新聞の情報に接触する

人 
 
■停電など過去の教訓も 

震災発生直後の被災地では、スマートフォンなどの通信機器の電波がつながりにくく、充
電設備も十分ではないことがある。東日本大震災、胆振東部地震においては、紙媒体が重要
な役割を果たした。例えば、東日本大震災では、宮城県石巻市の「石巻日日新聞」が手書き
の壁新聞を震災翌日から６日間にわたり、市内の避難所などに張り出し、貴重な被害情報や
生活情報を伝えた。この紙そのものが震災の記憶を伝える「遺産」となっている。また、読
売新聞は、胆振東部地震の際、休刊日で朝刊が発行されなかった９月１０日に被災地の避難
所などで「休刊日特別号」を配布した。 
 

 

https://www.bosai.yomiuri.co.jp/


 
■「伝える」ことが「備え」に 

震災からの時間の経過とともに社会的な関心や記憶の風化が問題となる。大津波に見舞わ
れた東日本大震災、道内全域で停電が発生した胆振東部地震など、過去の体験を後世に伝え
ることは、「減災」の観点から、日本海溝・千島海溝の巨大地震への備えになる。その中で被
災者とその家族に焦点を当てた記事を取り上げるのは、人々の「熱」や「思い」を伝えるこ
とで、少しでも読者に地震への関心を持ってもらいたいという思いがある。 

 一方で、取材に当たっては、思いやりと節度が必要になる。発生当時はそっとしておいて
ほしい人もおり、必要な場合は、取材を遅らせることも検討すべきだ。記事に登場する女性
は４年たち、ようやく心に整理がつき、初めて記者の取材に応じたという。被災地と被災者
に寄り添い、思いやりと誠意を持ちながら、継続して取材をする。それが「伝える」上で重
要になると考える。 
 

以上
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■新任者のご挨拶
2022年4～7月に着任したメンバーをご紹介します

（敬称略）。
専任教員(6月1日付) 山口真司（CNHR）
研究員(4月1日付) 伊藤剛（読売新聞北海道支社）
研究員(7月1日付) 村上泰啓（北海道開発局）

新任のあいさつ
山口真司特任教授
令和４年６月に特任教授として着任しました。専門は，
地域防災・マネジメント学で，土砂災害を中心とした
防災・減災に向けた対策論に関する研究及び，円滑な
対策の実践手法に関する研究に取り組んでいます。北
海道は，今後の気候変動による降雨量の増大等影響が
大きくなると想定されており，皆様と連携して対応体
制の整備に向けた課題に取り組んでいきたいと思いま
す。今後ともどうぞよろしくお願いいたします。
伊藤剛研究員
令和４年度に非常勤の研究員を務めることになりまし
た伊藤です。読売新聞北海道支社編集部で防災担当の
デスクをしております。今秋，ＣＮＨＲと弊社の共催
で開催予定の防災シンポジウムで紙面づくりを担当し
ます。防災・減災について読者に分かりやすい情報を
提供できるように頑張りますので，皆様，よろしくお
願いします。
村上泰啓研究員
7月1日より研究員に就任しました村上です。現在，札
幌開発建設部河川計画課に勤務しております。3月まで
寒地土木研究所で厚真の崩壊地調査に従事し，崩壊で
発生した土砂・倒木量の推定を行っておりました。セ
ンターでは，様々な分野の先生方と連携させて頂き，
防災減災のお役に立ちたいと考えております。

Center for Natural Hazards Research, Hokkaido University

北海道大学広域複合災害研究センター
〒060-8589 北海道札幌市北区北9条西9丁目
Tel: 011-706-3882 Fax: 011-706-4695
Email: cnhr-unei@cen.agr.hokudai.c.jp
ホームページ: https://www.cnhr.info/
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■研究者紹介

企画編集 広域複合災害研究センター事務局（担当：桂）

永田 晴紀 （ながた はるのり）

■活動報告
 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に関する勉強会

北海道最大の脅威のひとつである日本海溝・千島海
溝沿いの巨大地震をテーマに勉強会をオンライン開催
しました。勉強会では，津波を含む被害想定の考え方
と限界，津波避難行動の分析と課題，積雪厳冬期に発
生した場合における避難の留意点等について講師が話
題提供したのち，巨大地震による広域複合災害の防
災・減災のあり方について議論しました。

＜第1回＞
 日時：2022年3月29日（火）15～16時
 講師：岡田成幸教授（CNHR）「概論・被害想定」
＜第2回＞
 日時：2022年4月12日（火）13～14時
 講師：谷岡勇市郎教授（理）「津波浸水想定」
＜第3回＞
 日時：2022年4月19日（火）15～1６時
 講師：橋本雄一教授（文）「津波避難行動」
＜第4回＞
 日時：2022年4月26日（火）15～1６時
 講師：根本昌宏教授（日赤北海道看護大）「積雪厳

冬期避難の留意点」

工学研究院 機械宇宙工学部門 教授
広域複合災害研究センター 兼務教員

ハイブリッドロケットは防災から遠いテーマですが，
火災と共通する機構を扱うことが多いです。我々は固

■活動報告
 極端気象による複合災害に関する研究会（予定）

近年，気候変動に伴う豪雨頻度の増加など極端気象
による災害が増加しており，こうした極端気象による
災害の発生頻度は今後ますます増加することが懸念さ
れます。気候変動のメカニズムや，極端気象による災
害についての認識を深め，極端気象によって想定され
る複合災害について考えることを目的とした研究会を
開催する予定です。内容等については当センターの
ホームページに掲載するとともに，次号以降でお伝え
します。

体燃料の軸方向に微細ポートを無
数に設けて酸化剤を流し，各ポー
ト出口で微細火炎を定在させる
「端面燃焼式（写真）」を研究し
ていますが，火炎が定在する機構
は森林火災が強風でも消えない仕
組みと共通しており，火災分野の
論文を参照することが多いです。



名前 所属・役職 専門 最近の活動内容（研究課題など）

山田 孝
センター長

農学研究院・教授
砂防学

広域複合災害減災手法(特に、異種ハザ-ドの重なる区域での災害シナリオと減
災手法)、土砂・流木災害減災手法、土砂災害自衛工法、火砕流被害想定手法

井上 京 農学研究院・教授 農業土木学 低平地，特に泥炭地における地盤沈下に関する研究

鮫島良次 農学研究院・教授 農業気象学 気候資源と農業生産に関わる研究

佐々木貴信 農学研究院・教授 木材工学 災害発生時の倒流木等の利活用に関する研究

笠井美青 農学研究院・准教授 砂防学 山地流域における災害後の地形変化の把握と予測

厚井高志
副センター長
CNHR・准教授

砂防学
火山噴火または地震に伴う大規模土砂生産イベント後の土砂・流木動態に関す
る研究

桂 真也 農学研究院・助教 砂防学 山地小流域における水文過程および崩壊・地すべり発生予測に関する研究

泉 典洋 工学研究院・教授 河川工学 洪水時における河床変動とそれによる河床粗度の変化や河岸侵食・河道変動のメカニズム

萩原 亨 工学研究院・教授 交通工学
道路における暴風雪災害を防ぐため、CCTVカメラで補足できない区間や路線の視界を車載カメラか
ら評価する技術を開発している。道路管理および他車への情報提供することを目的としている。

永田晴紀 工学研究院・教授 宇宙推進工学
小型深宇宙探査機用ハイブリッドキックモータの開発（本年度中にプロトフライトモ
デルの完成を目指しています）

江丸貴紀 工学研究院・准教授
ロボット工学・
制御工学

・大規模フィールドの管理を目的とした非均一なUGV・UAV群によるロバストSLAM
・港湾の維持管理を目的としたGNSSトラッカーの開発

戸谷 剛 工学研究院・教授 機械工学
超小型衛星の熱設計の研究を行っています。最近、超小型衛星用の乱氷域検
出センサーの研究開発を始めました。

山田朋人 工学研究院・教授 水文学
・気候変動予測手法の開発と洪水リスク評価に関する研究
・地球水循環システムと極端現象の解明に関する研究

田中 岳 工学研究院・助教 水文学 降雨流出系の確率応答解析に立脚した洪水予測システムの合理的な構築方法に関する研究

安成哲平 北極域研究センター・准教授
大気環境科
学・雪氷学

北極域及び周辺域における森林火災及びその大気汚染発生の要因分析と予測に関
わる研究。また、これらの健康・気候・経済的影響についての分野横断的研究。

石川達也 工学研究院・教授 地盤工学 気候変動に伴う積雪寒冷地の斜面災害形態変化の体系化とそのリスク評価に関する研究

渡部要一 工学研究院・教授 地盤工学 火山灰質土により造成された盛土地盤の液状化特性

橋本雄一 文学研究院・教授 人文地理学 地理空間情報を用いた積雪寒冷地の災害時避難に関する研究

青山 裕 理学研究院・教授 火山学 北海道の活動的火山における火山現象の力学的観測研究

谷岡勇市郎 理学研究院・教授
地震学・
津波学

広域津波災害軽減に向けて、近年設置された海底地震津波観測網（S-net)を用
いた津波即時予測手法の開発研究を実施し、国際誌EPSに投稿する。

稲津 將 理学研究院・教授 気象学 数値計算・データ解析による気象力学および応用気象学の研究

高橋幸弘 理学研究院・教授
リモートセンシ
ング・雷観測

超小型衛星を用いた大規模災害の即時的な観測、およびそれを実現する国際
連携の構築

山口真司 CNHR・特任教授
地域防災・マネ

ジメント学
複合災害発生時の災害対応の実際及び災害対応従事者の人材育成に関する
研究

丸谷知己
名誉教授（北海道立
総合研究機構・理事）

砂防学 ー

小山内信智
客員教授（政策研究
大学院大学・教授）

砂防学 ー

奥野信宏
客員教授（名古屋
都市センター長）

公共経済学 ー

今 日出人 客員教授（株式会社ドーコン） 地域防災学 ー

岡田成幸
客員教授（(一財)砂防・地すべり技
術センター，アジア航測株式会社）

地震防災計画
学（建築系）

ー

佐野寿聰 研究員（アジア航測株式会社） ー ー

伊藤 剛 研究員（読売新聞北海道支社） ー ー

村上泰啓 研究員（北海道開発局） ー ー

原田和子 事務 ー ー

■メンバー活動報告



■イベント情報
 レジリエント社会・地域共創シンポジウム

CNHRでは下記の通り令和4年度レジリエント社会・
地域共創シンポジウム「海溝型地震の被害想定と減
災」を開催します。

 日時：令和4年11月2日（水）13:00～16:10
（12:30開場）

 場所：コーチャンフォー釧路文化ホール「小ホー
ル」

 主催：北海道大学広域複合災害研究センター，読売
新聞北海道支社，一般社団法人国立大学協会

 後援：国土交通省北海道開発局，北海道，釧路市
 趣旨：日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の発生が

懸念されるなか，内閣府の有識者検討会は2021
年12月に津波浸水想定を発表し，本年７月には
北海道による被害想定が公表されました。本シ
ンポジウムでは，地震発生メカニズムや津波浸
水・被害想定の考え方，積雪寒冷地における避
難行動や避難所運営に関する知見を発信し，連
鎖複合災害や効果的な減災対策について議論し
ます。

Center for Natural Hazards Research, Hokkaido University

北海道大学広域複合災害研究センター
〒060-8589 北海道札幌市北区北9条西9丁目
Tel: 011-706-3882 Fax: 011-706-4695
Email: cnhr-unei@cen.agr.hokudai.c.jp
ホームページ: https://www.cnhr.info/
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■研究者紹介

企画編集 広域複合災害研究センター事務局（担当：桂）

稲津 將 （いなつ まさる）

■活動報告
 大学院共通科目「国土保全学総論」（終了）

（4月7日～7月14日＠農学部本館N21講義室）
今年度もCNHR所属教員のほか，防災や災害対応の

 大学院共通科目「突発災害危機管理論」
CNHR所属教員等によるオムニバス形式で大学院共

通科目「突発災害危機管理論」を下記の通り開講しま
す。聴講を希望される方は事務局までご連絡ください。

理学研究院 地球惑星科学部門 教授
広域複合災害研究センター 兼務教員

気象学研究室では雲物理，雪氷気象，寒冷地の災害
や環境問題，気象予報などを対象に，手法を問わずに
研究しています。例えば，気候変動が原因で出現しや
すい天気図を同定し，将来の災害予測を行っています。
また，吹雪・吹きだまりに関するシミュレーションモ
デルを開発し，防雪柵が果たす役割やその最適設計に
係る計算を行っています（下図）。

※参加無料です。また，当日はYouTubeを利用した
Live配信があります。詳細は下記のセンターwebサ
イトをご覧ください。多数のご参加をお待ちしており
ます。

https://www.cnhr.info/activity

実務経験者，国土計画に関
わる専門家を招聘して，大
学院共通科目「国土保全学
総論」を開講しました。6月
30日には道庁協力のもと，
札幌市内で防災対策に係る
現地見学も実施しました。

現地見学の様子

月日 タイトル キーワード，概要 講師

1 9/29 防災と地域の発展 自然災害と社会・土地利用の変化，
広域複合災害

厚井高志
（CNHR）

2 10/6 気候変動と災害 気候変動，降雨予測 稲津 將（理）

3 10/13 地震と津波 海溝型地震と津波，直下型地震 谷岡勇市郎（理）

4 10/20 洪水災害と治水 洪水，水害，治水，気候変動 泉 典洋（工）

5 10/27 土砂災害リスクを
捉える

航空レーザー計測を活用した危機
管理 笠井美青（農）

6 11/10 火山災害 火山活動，北海道の火山 青山 裕（理）

7 11/17 リモートセンシン
グと雷観測 防災監視システム，雷・落雷観測 高橋幸弘（理）

8 11/24 突発災害の実際と
課題

災害マネジメント，緊急・応急対
応，防災対策

山口真司
（CNHR）

9 12/1 地震と都市災害 工学的防災論，安全保障と防災，
都市・建築防災

岡田成幸
（前CNHR）

10 12/8 火山地域の土砂災
害と減災 火山，土砂移動，土砂災害，減災 山田 孝（農）

11 12/15 雪崩・融雪災害 集落雪崩対策，融雪地すべり 桂 真也（農）

12 12/22 道路交通における
吹雪災害軽減 吹雪，冬季交通障害 萩原 亨（工）

13 1/5 災害情報の処理 防災のための情報処理技術，地理
情報活用 橋本雄一（文）

14 1/12 総合的な防災行政 風水害に対する防災施策，砂防政
策の展開

南 哲行（砂防・
地すべり技術セン
ター）

15 1/19 防災とロボット技
術

ロボット技術を用いた広域複合災
害情報システムの実現 江丸貴紀（工）

https://www.cnhr.info/activity


名前 所属・役職 専門 最近の活動内容（研究課題など）

山田 孝
センター長

農学研究院・教授
砂防学

広域複合災害減災手法(特に、異種ハザ-ドの重なる区域での災害シナリオと減
災手法)、土砂・流木災害減災手法、土砂災害自衛工法、火砕流被害想定手法

井上 京 農学研究院・教授 農業土木学 低平地，特に泥炭地における地盤沈下に関する研究

鮫島良次 農学研究院・教授 農業気象学 気候資源と農業生産に関わる研究

佐々木貴信 農学研究院・教授 木材工学 災害発生時の倒流木等の利活用に関する研究

笠井美青 農学研究院・准教授 砂防学 山地流域における災害後の地形変化の把握と予測

厚井高志
副センター長
CNHR・准教授

砂防学
火山噴火または地震に伴う大規模土砂生産イベント後の土砂・流木動態に関す
る研究

桂 真也 農学研究院・助教 砂防学 山地小流域における水文過程および崩壊・地すべり発生予測に関する研究

泉 典洋 工学研究院・教授 河川工学 洪水時における河床変動とそれによる河床粗度の変化や河岸侵食・河道変動のメカニズム

萩原 亨 工学研究院・教授 交通工学
道路における暴風雪災害を防ぐため、CCTVカメラで補足できない区間や路線の視界を車載カメラか
ら評価する技術を開発している。道路管理および他車への情報提供することを目的としている。

永田晴紀 工学研究院・教授 宇宙推進工学
小型深宇宙探査機用ハイブリッドキックモータの開発（本年度中にプロトフライトモ
デルの完成を目指しています）

江丸貴紀 工学研究院・准教授
ロボット工学・
制御工学

・大規模フィールドの管理を目的とした非均一なUGV・UAV群によるロバストSLAM
・港湾の維持管理を目的としたGNSSトラッカーの開発

戸谷 剛 工学研究院・教授 機械工学
超小型衛星の熱設計の研究を行っています。最近、超小型衛星用の乱氷域検
出センサーの研究開発を始めました。

山田朋人 工学研究院・教授 水文学
・気候変動予測手法の開発と洪水リスク評価に関する研究
・地球水循環システムと極端現象の解明に関する研究

田中 岳 工学研究院・助教 水文学 降雨流出系の確率応答解析に立脚した洪水予測システムの合理的な構築方法に関する研究

安成哲平 北極域研究センター・准教授
大気環境科
学・雪氷学

北極域及び周辺域における森林火災及びその大気汚染発生の要因分析と予測に関
わる研究。また、これらの健康・気候・経済的影響についての分野横断的研究。

石川達也 工学研究院・教授 地盤工学 気候変動に伴う積雪寒冷地の斜面災害形態変化の体系化とそのリスク評価に関する研究

渡部要一 工学研究院・教授 地盤工学 火山灰質土により造成された盛土地盤の液状化特性

橋本雄一 文学研究院・教授 人文地理学 地理空間情報を用いた積雪寒冷地の災害時避難に関する研究

青山 裕 理学研究院・教授 火山学 北海道の活動的火山における火山現象の力学的観測研究

谷岡勇市郎 理学研究院・教授
地震学・
津波学

広域津波災害軽減に向けて、近年設置された海底地震津波観測網（S-net)を用
いた津波即時予測手法の開発研究を実施し、国際誌EPSに投稿する。

稲津 將 理学研究院・教授 気象学 数値計算・データ解析による気象力学および応用気象学の研究

高橋幸弘 理学研究院・教授
リモートセンシ
ング・雷観測

超小型衛星を用いた大規模災害の即時的な観測、およびそれを実現する国際
連携の構築

山口真司 CNHR・特任教授
地域防災・マネ

ジメント学
複合災害発生時の災害対応の実際及び災害対応従事者の人材育成に関する
研究

丸谷知己
名誉教授（北海道立
総合研究機構・理事）

砂防学 ー

小山内信智
客員教授（政策研究
大学院大学・教授）

砂防学 ー

奥野信宏
客員教授（名古屋
都市センター長）

公共経済学 ー

今 日出人 客員教授（株式会社ドーコン） 地域防災学 ー

岡田成幸
客員教授（(一財)砂防・地すべり技
術センター，アジア航測株式会社）

地震防災計画
学（建築系）

ー

佐野寿聰 研究員（アジア航測株式会社） ー ー

伊藤 剛 研究員（読売新聞北海道支社） ー ー

村上泰啓 研究員（北海道開発局） ー ー

原田和子 事務 ー ー

■メンバー活動報告



■レジリエント社会・地域共創シンポジウム「海溝型地震の被害想定と減災」開催報告

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の発生が懸念されるなか，内閣府の有識者検討会は2021年12月にその津波
浸水想定を発表し，2022年７月には北海道による被害想定が公表されました。そこでCNHRでは，令和4年度レ
ジリエント社会・地域共創シンポジウム「海溝型地震の被害想定と減災」を開催しました。当日は，国や道，市町
村の防災担当者，民間コンサルタントの技術者，地域住民の方などが現地参加し，YouTubeによるオンライン視聴
者と合わせ233人が聴講しました。今号ではシンポジウムの内容を詳細にお伝えします。

日時：2022（令和4）年11月2日（水）13:00～16:30
場所：コーチャンフォー釧路文化ホール「小ホール」

（※YouTubeによる同時配信も併用）
主催：CNHR，読売新聞北海道支社，一般社団法人国立大学協会
後援：国土交通省北海道開発局，北海道，釧路市

１．開会
 ビデオ開会挨拶（北海道大学寳金清博総長）
 祝辞披露（鈴木直道北海道知事（吉川政英北海道危機対策局長代読））
 祝電紹介（衆議院議員鈴木貴子氏並びに北海道議会議員小畑保則氏及び笠井龍司氏）
 シンポジウム開催主旨説明（CNHR山田孝センター長）

Center for Natural Hazards Research, Hokkaido University

Vol.9（2022.11シンポジウム特集号）北海道大学 広域複合災害研究センター

企画編集 広域複合災害研究センター事務局（担当：桂）

（※詳細な内容は次ページをご覧ください。）

５．閉会
 閉会挨拶（読売新聞北海道支社平尾武史支社長）

２．基調講演
 蝦名大也釧路市長「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に伴う最大クラスの津波への

対応について」：市の取組についての解説と共に，対策遂行に当たり市が抱えている
課題と国・道に対する要望が示された。

 岡田成幸北海道大学名誉教授（北海道防災会議地震専門委員会委員長）「被害想定の
概要と課題～社会が議論すべきこと～」：被害想定の目的と手法の説明に加え，被害
想定活用における短期的視点（想定結果による現行チェック）・中期的視点（逃げる
ための対策）・長期的視点（まちづくりによる逃げない対策）の重要性が教示された。

ビデオ開会挨拶
（北海道大学寳金清博総長）

基調講演
（岡田成幸北海道大学

名誉教授）

基調講演
（蝦名大也釧路市長）

３．話題提供（専門的立場からの要点整理）
 谷岡勇市郎教授（北海道大学）：「津波発生確率」の難しさ
 橋本雄一教授（北海道大学）：GIS活用事例としての「災害の現地化」による津波避

難学習効果
 山口真司特任教授（北海道大学）：「複合災害」回避のための土砂災害対策の考え方
 根本昌宏教授（日本赤十字北海道看護大学）：「Preventable Death（避けられた

死）」を回避する低体温症対策の重要性
 草苅敏夫釧路高専名誉教授：冬季の避難の難しさ克服のための疑似体験（DIG）と人

材育成（HUG）の活用
 田村桂一調整官（北海道開発局）：開発局の取組と保有する対策用資機材を紹介し市

町村の活用を呼びかけ
 大西章文課長（北海道危機対策課）：被害想定に対する今後の道の取組と防災教育情報発信サイトの紹介
 伊藤剛次長（読売新聞北海道支社）：災害時の人の動きや考えを伝え続けていく姿勢の重要性

４．パネルディスカッション
岡田氏をコーディネータとして，各パネラーへの個別事例Q&A形式でフロアからの質問や蝦名市長からの要望の

可能性も含めて議論がなされた。最後にコーディネータが総括を行い，活発な議論を終了した。



パネルディスカッションの記録
コーディネータ：岡田成幸北海道大学名誉教授

■話題提供に対する感想
岡田：まずパネラーの方々から感想を伺いたい。
谷岡：色々な対策が紹介され、理解が深まったことと思う。長期的視野からの対策の重

要性が明確に示されたと思うが、施策を実行するには色々な困難さがあると思う。
橋本：これまで防災教育はいつ・誰が・どこで・どういう風に行うのかが不明確であっ

たが、高校における地理総合の義務化に伴い、国民全員が防災を知る体制が整っ
たといえる。

フロアからの質問（Q）：高校の地理総合義務化に向け、教材の現地化を促進するため
に大学や行政・国ができることはなにか？

橋本（A）：国交省の提供資料に「重ねるハザードマップ」がある。これらを活用する
こと、どのような資料が欲しいと言うことを担当課に尋ねて欲しい。

岡田（A）：そして行政が持っている災害情報などを教材に利用できるように公開して
頂くことでしょうか。

山口：地域の方々に避難して頂くことが重要。そのためには地域が抱えている問題の掘
り下げであり、現場に出て何が起こっているかを知ることであろう。

根本：被害想定は一人ひとりに何ができるか、考えるきっかけを与えてくれる。我々が
できそうなことも見えてきた。地理総合の義務化により防災が日本国民の常識化
に繋がる期待もある反面、その機会を与えられてこなかった人たちに学ぶ機会を
作る必要性を感じる。

草苅：自分は大地震には襲われないという根拠のない自信を見せる人もいるが、科学的
根拠をもって発生の可能性が示されたと思う。日頃からの防災の重要性を伝えて
いきたい。

田村：最大津波が注目されるが、これは1000年に一度の話。それだけを主眼とするの
ではなく、より小さな津波にも全力で立ち向かう大切さを学んだ。

岡田：今の指摘はL1津波対策も重要だということだが、北海道が想定しているのは内
陸直下地震もある。それらも忘れてはいけないという指摘だったと思う。

大西：今日の数々の指摘を道の防災対策に位置づけていきたいと思う。防災教育の次の
ステージを考えていきたい。

伊藤：専門的な面白い話を一般の方々にいかに分かりやすく伝えていくか、その必要性
を強く感じた。

■ハード対策について
(1)特措法について
岡田（Q）：本年9月末に国から「日本海溝・千島海溝沿いの地震に対する特別措置法

（特措法）の改正と特別強化地域指定」が発表されたが、指定の意義とど
のような対策オプションが考えられるのか？

大西（A）：特定の地震（日本海溝・千島海溝地震）に対する津波災害への対策強化地
域の指定であり、指定された市町村自治体に対しては南海トラフ地震と同
等の対策支援が国から得られるというもの。具体的には避難施設（避難路、
避難ビル、避難タワー等）の整備にかかる国の予算措置が、1/2から2/3
にかさ上げされるというもの。

岡田（Q）：指定市町村に対して、開発局はどのような支援を想定しているのか？
田村（A）：避難施設の整備において補助率がかさ上げされるためには、市町村は緊急

事業計画というものを策定しなければならない。市町村の技術力やノウハ
ウの違いにより、策定時期などに極端な差が出ないよう避難施設の考え方
や構造に関する技術的助言などを、道庁等の機関と連携し行っていく予定。

岡田（Q）：蝦名市長からの基調講演で「事業予算の使い方にはルールがあるが地域特
有の課題（たとえば複合施設を避難ビルとして活用したいが、事業費運用
では避難ビルとしての扱いはできない、等）もあるので柔軟な事業費活用
を要望する」という発言があったが、どう考えたらよいか？

田村（A）：地域からの要望が制度を組み立てていく事もあるので、地域として必要な
整備について要望していくことも必要ではないか。

(2)ハード対策の内容について
岡田（Q）：特措法では津波対策がメインに考えられているが、千島海溝地震では複合

災害なども懸念される。ハード対策をもう一歩進めるより効果的なハード
対策のあり方はどのように考えていくべきか？

山口（A）：何を護らなければいけないのかをまず考えてハード対策を検討すべきと思
う。緊急的輸送道路や保全対策への配慮も重要。

岡田（Q）：道路整備の重要性に加え、道内外からの人流・物流移動手段としての小型
航空機（コミューター）・ヘリコプターの空路対策は復旧時はもちろん北
海道の経済活性化・地方創成にも重要と考えるが？

田村（A）：既存の空港、港湾の耐震・老朽化対策も重要と考える。
岡田（Q）：予算措置が問題となるが、特措法と強靱化加速化対策の関係は？
田村（A）：直接的には関係はない。特措法は対象とする地震に対し、総合的に対策を

していくというもので、加速化対策は(防災減災・国土強靱化に向けた)イ
ンフラ等の整備(を加速させるため)に必要な令和3～7年度の予算の確保を
主眼においたものである。ただし、千島海溝地震対策の避難施設の整備に
加速化対策として措置された予算を充てることも可能であろう。

岡田：防災インフラ整備という事業に対して加速化対策の予算措置の検討可能は市町村
にとり朗報。市町村は地域の事情に配慮して独自の対策立案をする立場ではある
が、一方で、国や北海道を向いて対策を考えていかねばならないという立場でも
あるので、国・道は市町村とのコミュニケーションを密にして進めていって頂き
たい。

(3)北海道の支援について
岡田（Q）：市町村に対して北海道ができるハード支援は？
大西（A）：L1津波に対しては設計津波水位よりも低い箇所3カ所（浜中町、豊頃町、

標津町）について堤防のかさ上げを実施し、今年度2カ所（根室市、浜中
町）の追加決定。L2津波に対しては特別強化指定地域について、緊急事
業計画の策定に対しその内容・財政負担額を把握し道としての支援を検討
していきたい。

■ソフト対策について
(1)津波避難の問題点と対策
岡田（Q）：L2津波に対して避難の際に問題になる点とその対策は？
橋本（A）：特別強化に指定されている市町村は通常から避難訓練をしっかりやってい

る。しかしその避難訓練を疑うことから始めてもらいたい。避難が間に合
うのか、避難ビルの避難階までたどり着けるのかなど。自治体ごとにより
避難の特徴が異なるので、行政は関連諸情報を提供し考える機会を作るこ

とが重要。
岡田：防災教育等において行政や関係者は、被害想定も様々な条件が重なり合っての結

果であることを住民に周知することが重要。
(2)津波監視システムについて
岡田（Q）：避難開始を早める方法として津波避難情報の早期発出が考えられるが、そ

のための津波監視システムについての最近の研究を紹介して欲しい。
谷岡（A）：国は150点のケーブル式の津波監視点（地震計と津波計）を日本海溝・千

島海溝沿いの地震を対象に実現している（S-NET）。気象庁が持つその
情報解析能力を技術面で北海道大学が支援している。予測された津波波源
に基づく既往の予測法ではなく、台風の進路予測のように観測データを
使って津波予測（データ同化方式）を試みている。警報の発出時間は変わ
らないと思うが、指定地点ごとに津波高さの予測精度の格段の向上が期待
できる。

岡田：蝦名市長の指摘にあった「現状の気象庁からの津波避難警戒レベルは3mを越え
る（大津波警報）か、それ以下（津波警報）の2段階しかないので、津波高さに
応じたとるべき行動の判断が十分にできない。行政・住民にとってもっと使いや
すいものにならないか」という要望に、将来的に答えるものになりそう。

(3)避難訓練について
岡田（Q）：避難に関する訓練（DIG/HUG）はどこが主体となって行っているのか？
草苅（A）：避難場所は普通、市町村保有の施設なので、市町村と連携で行うのが理想

である。
岡田（Q）：訓練にはそれを主導する人（ファシリテーター）が必要だが、そのスキル

アップをする仕組みはあるのか？
草苅（A）：一度DIG/HUGを経験してもらえれば、自分なりに工夫が可能。
岡田（Q）：災害時には訓練マニュアルにない予測外のアクシデントが発生する。

DIG/HUGを経験することでそれらアクシデントにも対応できるのか？な
にか工夫する点があれば。

草苅（A）：DIG/HUGは避難の条件を色々変えることが可能なので、それを通じてア
クシデントに対応できる準備を整えてもらいたい。低体温症への対応も
DIG/HUGに加えてもらえればいいのではないか。

岡田（Q）：GISを使った避難訓練の効果（経験のない災害のイメージ化など）につい
て補足を。

橋本（A）：防災リテラシーはGISリテラシーである。地図が読めるようになることで
安全な場所を考えることができるようになるなど重要である。谷岡先生の
話にあった即時予報システムの情報を瞬時にGISに反映させることもでき
るので、将来への期待も大きい。

(4)低体温症・医療体制について
岡田（Q）：低体温症への具体的対策は？
根本（A）：衣食住の確保である。L2地震は住環境整備が難しくなるので、その環境

下で対応する人のレベルアップが不可欠。その際、保健医療福祉という概
念が重要。普段の生活の中でも低体温症者の医療施設搬送は間々ある。食
事が摂取できなくなることでも低体温症は発症する。それだけ身近な症状
であるし、保健医療福祉の対応が重要であることを理解してもらいたい。

岡田（Q）：発災直後は救急車による医療施設搬送が不可能な場合が出てくる。負傷者
は臨時に設置される応急救護所に搬送しなければならなくなるが、現状の
準備状況は？

根本（A）：停電が発生したら現地の医療は動かなくなることを大前提とすべきである。
そのときは他地域からの医療支援に頼らざるを得ないが、その受援力は保
健福祉部が握っている。行政の発災直後対応組織の中に保健福祉部を入れ
てもらいたい。そして部署横断的訓練が必要。さらに自治体の枠組みを超
えた訓練も必要。そこに保健福祉部を加えてもらいたい。

岡田：現在、被害想定を承けて減災目標とそのための対策を、道減災ＷＧで協議中であ
る。そこで検討をお願いしたい。

■情報について
(1)正確な情報発信をするには
岡田（Q）：情報を流すプロの立場から、市町村が市民に情報を正しく伝える上で配

慮・工夫すべき点があればコメントを。
伊藤（A）：複数の情報源を持つことが重要と考える。防災無線、防災ラジオ、SNS、

個別登録による電話対応、戸別訪問など。住民は知らないことで不安にな
る。防災教育への参加率を上げる工夫も必要。また正確な危険度の認識が
重要であり、そのときに伝える「言葉の選択」も重要と考える。

■最後に
岡田： 大きな災害発生時には自助・共助にも限界がある。真に重要なのは大きな災害

にさせない事前の予防策にあることを再確認したい。そのためには公助の必要性
をもっと訴えてもよいのでは。一市町村の力のみでは無理。国・道からの人材支
援・経済支援を重ねてお願いしたい。

基調講演において、災害による死者ゼロを目指すなら、安全な土地への集落移
転を長期的対策の選択肢の一つとして忘れないで欲しいとの提案をしたが、L2
災害は津波であるなら数千年に一度、内陸地震であるなら数万年に一度の確率を
想定してハザードマップは作られている。なぜ安全なまちづくりが数100年の
タイムスパンで考えられないのか。現世代では無理でも次世代への誇るべき遺産
として我が町を将来の子供たちへ受け渡したいものだ。次世代に何を残すか。防
災に限らず、これが「現世代の我々に問いかけられている課題」なのだと思う。

防災対策はどうあったらよいのかを、受け身で待つのではなく、自らが考え・
動くことで知恵も生まれてくる。オールジャパン、すなわち産官学に報道と住民
も加え、全員が自分事として自発的に日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に取り
組んでいって頂きたい。

パネルディスカッションの様子
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